
 

 

第１２回尼崎市議会定例会市長提出予定案件 

 

 

１ 議案の数及び名称 

  議案の数 

種 別 予 算 条 例 その他 計 

件 数 ２１ ２１ ５ ４７ 

 

  議案の名称 

（令和５年度当初予算） 

議案第 １号  令和５年度尼崎市一般会計予算 

議案第 ２号  令和５年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費予算 

議案第 ３号  令和５年度尼崎市特別会計地方卸売市場事業費予算 

議案第 ４号  令和５年度尼崎市特別会計育英事業費予算 

議案第 ５号  令和５年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費予算 

議案第 ６号  令和５年度尼崎市特別会計公害病認定患者救済事業費予算 

議案第 ７号  令和５年度尼崎市特別会計母子父子寡婦福祉資金貸付事業費予算 

議案第 ８号  令和５年度尼崎市特別会計介護保険事業費予算 

議案第 ９号  令和５年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費予算 

議案第１０号  令和５年度尼崎市水道事業会計予算 

議案第１１号  令和５年度尼崎市工業用水道事業会計予算 

議案第１２号  令和５年度尼崎市下水道事業会計予算 

議案第１３号  令和５年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算 

（令和４年度補正予算） 

議案第１４号  令和４年度尼崎市一般会計補正予算（第９号） 

議案第１５号  令和４年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費補正予算（第２号） 

議案第１６号  令和４年度尼崎市特別会計地方卸売市場事業費補正予算（第３号） 

議案第１７号  令和４年度尼崎市特別会計育英事業費補正予算（第１号） 

議案第１８号  令和４年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費補正予算（第１ 

号） 

議案第１９号  令和４年度尼崎市特別会計介護保険事業費補正予算（第２号） 
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議案第２０号  令和４年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費補正予算（第１号） 

議案第２１号  令和４年度尼崎市下水道事業会計補正予算（第４号） 

＜条例＞ 

議案第２２号  尼崎市財政運営基本条例について 

議案第２３号  尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の取得及

び処分等を定める条例の一部を改正する条例について 

議案第２４号  尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例の一部を改正する条例について 

議案第２５号  尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

議案第２６号  尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

議案第２７号  尼崎市土地開発公社の解散に伴う関係条例の整備に関する条例につ

いて 

議案第２８号  個人情報の保護に関する法律の改正等に伴う関係条例の整備に関す

る条例について 

議案第２９号  尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例について 

議案第３０号  尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正す

る条例について 

議案第３１号  尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

議案第３２号  尼崎市文化財保存活用基金条例について 

議案第３３号  尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

議案第３４号  尼崎市公害病認定患者の救済に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

議案第３５号  尼崎市墓園の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例に

ついて 

議案第３６号  尼崎市たばこ対策推進条例の一部を改正する条例について 

議案第３７号  尼崎市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例について 

議案第３８号  尼崎市特別会計条例の一部を改正する条例について 

議案第３９号  尼崎市子ども・若者応援基金条例について 

議案第４０号  尼崎市産業労働審議会条例について 

議案第４１号  尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例について 

議案第４２号  尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例及び尼崎市営

住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 

＜その他＞ 

議案第４３号  尼崎市土地開発公社の解散について 

議案第４４号  包括外部監査契約の締結について 
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議案第４５号  権利の放棄について（災害援護資金の貸付けを受けた者又はその相

続人に対して有する権利） 

議案第４６号  訴えの提起について（建物明渡し等請求事件） 

議案第４７号  市道路線の一部廃止について 

 

２ その他の報告 

  議会の指定に基づく専決処分 

・ 和解及び損害賠償の額の決定 

交通事故    １件        １２６，５００円 

その他     １件      １，５００，０００円 

  ・ 工事又は製造の請負契約の変更契約の締結 

工事      ２件 

 

３ 追加提出予定案件 

＜人事＞ 

・ 尼崎市教育委員会委員の任命 

・ 尼崎市固定資産評価審査委員会の委員の選任 

・ 人権擁護委員の候補者の推薦 
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第１２回尼崎市議会定例会 

議 案 説 明 資 料 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１号～第１３号 所 管 各事業所管課 

件 名 令和５年度 当初予算 

内       容 

（単位：千円）  

区 分 当初予算額 前年度比 

一 般 会 計 ２０９，９１５，０００ ９９．５％ 

特 別 会 計 １０１，７８９，９２１ ９９．４％ 

 国民健康保険事業費 ４６，１２２，０７４ ９６．３％ 

 地方卸売市場事業費 ３９１，９１０ １０９．９％ 

 育英事業費 １３，９５７ １２１．０％ 

 公共用地先行取得事業費 ４７７ ０．２％ 

 公害病認定患者救済事業費 ２１，０３１ ９８．３％ 

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 ２７，６８４ ８３．９％ 

 介護保険事業費 ４８，２１６，４１７ １０１．９％ 

 後期高齢者医療事業費 ６，９９６，３７１ １０６．３％ 

企 業 会 計 ９４，３４９，７１０ ９７．４％ 

 水道事業 １２，４９３，８９０ １０２．５％ 

 工業用水道事業 ３，１７７，５７１ １５８．１％ 

 下水道事業 ２１，３７５，８８１ １０３．６％ 

 モーターボート競走事業 ５７，３０２，３６８ ９２．４％ 

合      計 ４０６，０５４，６３１ ９９．０％ 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１４号～第２１号 所 管 各事業所管課 

件 名 令和４年度 補正予算 

内       容 

（単位：千円）  

区 分 補正予算額 

一 般 会 計 （第９号） △１，００７，９３２ 

特 別 会 計 １，３２４，１６４ 

 国民健康保険事業費（第２号） ９３９，８８０ 

 地方卸売市場事業費（第３号） △２０，０００ 

 育英事業費（第１号） ４，３４０ 

 公共用地先行取得事業費（第１号） ６５５，４４９ 

 介護保険事業費（第２号） △２７９，２０１ 

 後期高齢者医療事業費（第１号） ２３，６９６ 

企 業 会 計 １８４，９４１ 

 下水道事業（第４号） １８４，９４１ 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２２号 所 管 財政課 

件 名 尼崎市財政運営基本条例について 

内       容 

１ 制定理由 

これまでに経験した財政的な危機を将来にわたって二度と招かないため、将来の世

代に過度の負担を強いることがないように留意して施策を企画立案するなど過去の

教訓を十分に活かした取組を行うことで、健全で持続可能な財政運営の確保を図り、

もって、市民の福祉の増進を図るため、この条例を制定するもの。 

２ 主な制定内容等 

  基本理念（第２条） 

ア 財政運営に当たっては、市の財政が市民の信託及び負担に基づくものであるこ

とに鑑み、法令等を遵守しなければならないことはもとより、予見し難い社会経

済情勢の変化の際に可能な限り市民生活の安定を確保することができるよう措

置することも含めて、市の財政収支の見通しを踏まえた中長期的な視点に立って

計画的に行わなければならない。 

イ 財政運営の透明性の向上を図るため、財政に関する情報を市民に分かりやすく

説明しなければならない。 

  新規施策の実施の際の措置（第４条） 

新たな施策を実施するに当たっては、収入を確保し、又は既存の施策の廃止、縮

小、転換等により支出の見直しを行わなければならない。 

  将来負担への配慮（第５条） 

市債の発行、債務負担行為の設定、損失補償債務の負担等を要する事業その他将

来の市の債務の負担に影響を及ぼす事業を実施するに当たっては、現在及び将来の

市民の負担の公平性に十分配慮するとともに、事業の必要性の精査、事業量の調整

等を行うなど、市債の償還等に係る市の債務の負担が将来における健全な財政運営

を損なわせることがないよう十分に留意しなければならない。 

  財政運営方針の策定等（第６条） 

財政運営方針を策定・公表し、これに従った財政運営を行わなければならない。 

  財政状況の公表（第７条） 

市の財政に関する事項を市民に公表しなければならない。 

  条例の廃止（付則第２項） 

   財政状況の公表に関する条例を廃止する。 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２３号 所 管 総合政策局企画管理課 

件 名 
尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の取得及び処分等

を定める条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

 本条例の規定により、公営企業管理者から市長へ提出される公営企業の業務の状況

を説明する書類（以下「公営企業業務状況」という。）については、市の財政状況の

公表方法に倣い、市長が市報あまがさきに掲載する方法により公表することとしてい

る。 

こうした中、尼崎市財政運営基本条例の制定により市の財政状況の公表方法を変更

することに合わせて、公営企業業務状況の公表方法を変更するため、所要の整備を行

うもの。 

 

２ 改正内容 

  公営企業業務状況の公表方法に「インターネットを利用する方法」を加える。 

 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日 
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尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の取得及び処分等を定める条例 

改正後 現 行 

（業務状況説明書類の提出等） 

第５条 

５ 前項の規定による公表は、市報あまがさき

への掲載及びインターネットを利用する方法

により行うものとする。 

（業務状況説明書類の提出等） 

第５条 

５ 前項の規定による公表は、市報あまがさき

に掲載する方法により行うものとする。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２４号 所 管 
ファシリティマネジメン

ト推進担当 

件 名 尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づく公共施

設整備等事業（以下「ＰＦＩ事業」という。）の実施に当たっては、尼崎市ＰＦＩ事

業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において、その事業者の選定等を行

うこととしている。 

こうした中、ＰＦＩ事業に該当しない、設計と施工を一括して発注するＤＢ方式等

を採用する事業（以下「ＤＢ方式等事業」という。）については、これまで個別事業

ごとに付属機関を設置する条例を制定のうえ、事業者の選定等を行ってきたところで

ある。 

しかしながら、ＤＢ方式等事業はＰＦＩ事業に準じた手続で実施することが一般的

であり、今後も当該事業が一定増加する見込みがあることから、選定委員会の調査審

議の対象に、ＤＢ方式等事業を追加するため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容等 

   題名 

   題名を「尼崎市ＰＦＩ等事業者選定委員会条例」に改める。 

   調査審議の対象事業 

   選定委員会の調査審議の対象に、ＤＢ方式等事業を加える。 

   委員の委嘱 

   ＤＢ方式等事業に係る選定等にあっては、教育委員会や公営企業管理者が選定委

員会の委員の委嘱をすることができるよう規定を整備する。 

   条例の廃止 

   尼崎市モーターボート競走場施設改修工事請負等事業者選定委員会条例及び尼

崎市一般廃棄物処理施設整備運営事業者等選定委員会条例を廃止する。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例 

改正後 現 行 

（題名） 

尼崎市ＰＦＩ等事業者選定委員会条例 

（設置） 

第１条 民間資金等の活用による公共施設等の

整備等の促進に関する法律（平成１１年法律

第１１７号）第２条第４項に規定する選定事

業その他市の施設等の設計、建設、管理運営

等に関する事業で民間の資金、経営能力又は

技術的能力を活用することにより効率的かつ

効果的に実施されるもの（市長、尼崎市教育

委員会（以下「教育委員会」という。）又は尼

崎市公営企業管理者（以下「管理者」という。）

が別に定めるものに限る。以下「選定事業等」

という。）に係る契約の相手方となるべき事業

者（以下「ＰＦＩ等事業者」という。）の選定

に関する事項を調査審議させるため、市長、

教育委員会又は管理者の付属機関として、Ｐ

ＦＩ等事業者の選定ごとに尼崎市ＰＦＩ等事

業者選定委員会（以下「委員会」という。）を

置く。 

 

（組織等） 

第２条 

２ 委員は、選定事業等の内容に応じて、学識

経験者その他市長、教育委員会又は管理者が

適当と認める者のうちから、市長、教育委員

会若しくは管理者が、又は市長が教育委員会

若しくは管理者の意見を聴いて委嘱する。 

 

 

 

３ 委員は、ＰＦＩ等事業者の選定に関する事

項の調査審議が終了したときは、解嘱される

ものとする。 

付 則 

（招集の特例） 

（題名） 

尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例 

（設置） 

第１条 民間資金等の活用による公共施設等の

整備等の促進に関する法律（平成１１年法律

第１１７号）第２条第４項に規定する選定事

業に係る選定事業者（同条第５項に規定する

選定事業者をいう。）となるべき事業者（以下

「ＰＦＩ事業者」という。）の選定に関する事

項を調査審議させるため、市長（尼崎市教育

委員会（以下「教育委員会」という。）の所管

に属する公共施設等（同条第１項に規定する

公共施設等をいう。以下同じ。）（以下「教育

委員会所管施設」という。）に係るものにあっ

ては市長及び教育委員会、尼崎市公営企業局

の所管に属する公共施設等（以下「公営企業

局所管施設」という。）に係るものにあっては

市長及び尼崎市公営企業管理者（以下「管理

者」という。））の付属機関として、ＰＦＩ事

業者の選定ごとに尼崎市ＰＦＩ事業者選定委

員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 

２ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認

める者のうちから市長が委嘱する。この場合

において、市長は、設置される委員会に係る

ＰＦＩ事業者の選定が、教育委員会所管施設

に係るものであるときは教育委員会に、公営

企業局所管施設に係るものであるときは管理

者に、それぞれその委嘱についての意見を聴

くものとする。 

３ 委員は、ＰＦＩ事業者の選定に関する事項

の調査審議が終了したときは、解嘱されるも

のとする。 

付 則 

（招集の特例） 
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３ 最初に招集される委員会は、第４条の規定

にかかわらず、市長、教育委員会又は管理者

が招集する。 

３ 最初に招集される委員会は、第４条の規定

にかかわらず、市長が招集する。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２５号 所 管 行政管理課 

件 名 尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

事務事業の執行体制の整備等により、職員定数の減員を行うため、所要の整備を行

うもの。 

 

２ 改正内容 

  第２条第１項の職員の定数を次の表のとおり改める。 

部局 改正 現行 増減 

市長の事務部局の職員 

［うち社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１４条

第１項に規定する福祉に関する事務所の職員］ 

2,018 

[234] 

2,020 

[234] 

△2 

[0] 

教育委員会及びその所管に属する学校その他の教育機関

の事務部局の職員 
260 267 △7 

教育委員会の所管に属する学校の校長及び教員 213 214 △1 

（参考） 

その他改正を行わない部局 755 755 0 

条例定数の総数 3,246 3,256 △10 

 

３ 職員定数増減（△10）の主な内訳 

市長事務部局（△2） 児童相談所の設置を見据えた派遣に伴う増 

幼稚園・認定こども園の１号等に係る事務移管に伴う増 

七松保育所民間移管に伴う減 

ＩＣＴの活用による業務効率に伴う減     など 

教育委員会事務部局（△7） 幼稚園・認定こども園の１号等に係る事務移管に伴う減 

小学校等学校給食調理業務の委託化に伴う減  など 

教育委員会教員（△1） 尼崎市立高等学校に係る運営体制の見直しに伴う減 

 

４ 施行期日 

  令和５年４月１日 
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尼崎市職員定数条例 

改正後 現 行 

（職員の定数） 

第２条 略 

  市長の事務部局の職員 ２，０１８人 

うち社会福祉法（昭和２６年法律第４５

号）第１４条第１項に規定する福祉に関す

る事務所の職員 ２３４人 

  教育委員会及びその所管に属する学校そ

の他の教育機関の事務部局の職員 ２６０

人 

  教育委員会の所管に属する学校の校長及

び教員 ２１３人 

（職員の定数） 

第２条 略 

  市長の事務部局の職員 ２，０２０人 

うち社会福祉法（昭和２６年法律第４５ 

号）第１４条第１項に規定する福祉に関す

る事務所の職員 ２３４人 

  教育委員会及びその所管に属する学校そ

の他の教育機関の事務部局の職員 ２６７

人 

  教育委員会の所管に属する学校の校長及

び教員 ２１４人 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２６号 所 管 行政管理課 

件 名 尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  主要事業や時宜に応じた行政課題に対して迅速・柔軟に対応できる組織体制の構築

を行うため、規定の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

   マナー向上に関する事務の分掌について（危機管理安全局関係） 

令和７年４月開催予定の大阪・関西万博を見据え、路上喫煙対策の強化を図るた

め、歩きたばこや吸い殻のポイ捨て防止等喫煙マナーの対策を保健担当局から、自

転車マナー等に関するノウハウをもつ危機管理安全局へ移管するとともに、マナー

の総括的役割を担うマナー向上推進担当（課）を設置し、一体的に推進するため、

これに合わせた規定の整備を行う。 

   保健局の新設について（保健局・健康福祉局・総務局関係） 

健康支援体制の強化を図るため、新型コロナウイルス感染症対応で培ったノウハ

ウ等を生かした医療・保健制度の一元的な実施体制の整備に向けて、健康福祉局か

ら独立のうえ、保健局を設置する。これに併せて、総務局から国保年金課、国保年

金管理担当（課）、後期高齢者医療制度担当（課）を、健康福祉局から福祉医療課

をそれぞれ保健局へ移管するとともに、健康福祉局を福祉局へ名称変更するため、

これらに合わせた規定の整備を行う。 

 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日                       
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尼崎市事務分掌条例 

改正後 現 行 

（部局の設置及び分掌事務） 

第１条 略 

危機管理安全局 

  交通安全対策その他の生活安全に関する

事項 

総務局 

 （削る） 

  略 

福祉局 

（削る） 

  社会福祉に関する事項 

  介護保険に関する事項 

保健局 

  保健衛生に関する事項 

  社会保険等に関する事項 

（部局の設置及び分掌事務） 

第１条 略 

危機管理安全局 

  交通安全対策に関する事項 

 

総務局 

  社会保険等に関する事項 

  略 

健康福祉局 

  保健衛生に関する事項 

  社会福祉に関する事項 

  介護保険に関する事項 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２７号 所 管 公文書管理担当 

件 名 尼崎市土地開発公社の解散に伴う関係条例の整備に関する条例について 

内       容 

１ 制定理由 

尼崎市土地開発公社の解散に伴い、関係条例において所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正の対象となる条例 

   尼崎市情報公開条例 

   尼崎市個人情報保護条例 

   尼崎市公文書の管理等に関する条例 

 

３ 主な改正内容 

  各条例における「尼崎市土地開発公社」の文言を削除するなど所要の改正を行う。 

 

４ 施行期日 

尼崎市土地開発公社が公有地の拡大の推進に関する法律第２２条第１項の兵庫県

知事の認可を受けた日 

ただし、上記２ の条例の改正は、当該認可を受けた日又は令和５年４月１日のい

ずれか早い日 
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尼崎市情報公開条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（定義） 

第２条 略 

  実施機関 議会、市長、教育委員会、選

挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農

業委員会、固定資産評価審査委員会、公営

企業管理者及び消防長並びに地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項の規定に基づき本市の公の施設

の管理を行わせる指定管理者（以下「指定

管理者」という。）をいう。 

 

 

  公文書 実施機関の職員（指定管理者に

あっては、その指定に係る業務に従事する

者をいう。以下同じ。）が職務上作成し、

又は取得した文書、図画及び電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式

で作られた記録をいう。以下同じ。）であ

って、当該実施機関の職員が組織的に用い

るものとして、当該実施機関が保有してい

るもの（指定管理者にあっては、当該指定

に係る業務に従事する者が当該指定に係

る業務を遂行するために作成し、又は取得

したものに限る。）をいう。ただし、次に

掲げるものを除く。 

 

（公文書の開示義務） 

第７条 略 

   略 

  ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法

（昭和２２年法律第１２０号）第２条第

１項に規定する国家公務員（独立行政法

人通則法（平成１１年法律第１０３号）

第２条第４項に規定する行政執行法人

の役員及び職員を除く。）、独立行政法人

等（独立行政法人等の保有する情報の公

（定義） 

第２条 略 

  実施機関 議会、市長、教育委員会、選

挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農

業委員会、固定資産評価審査委員会、公営

企業管理者及び消防長並びに地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項の規定に基づき本市の公の施設

の管理を行わせる指定管理者（以下「指定

管理者」という。）及び尼崎市土地開発公

社（以下「土地開発公社」という。）をい

う。 

  公文書 実施機関の職員（指定管理者に

あっては当該指定に係る業務に従事する

者を、土地開発公社にあってはその役員及

び職員をいう。以下同じ。）が職務上作成

し、又は取得した文書、図画及び電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方

式で作られた記録をいう。以下同じ。）で

あって、当該実施機関の職員が組織的に用

いるものとして、当該実施機関が保有して

いるもの（指定管理者にあっては、当該指

定に係る業務に従事する者が当該指定に

係る業務を遂行するために作成し、又は取

得したものに限る。）をいう。ただし、次

に掲げるものを除く。 

（公文書の開示義務） 

第７条 略 

   略 

  ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法

（昭和２２年法律第１２０号）第２条第

１項に規定する国家公務員（独立行政法

人通則法（平成１１年法律第１０３号）

第２条第４項に規定する行政執行法人

の役員及び職員を除く。）、独立行政法人

等（独立行政法人等の保有する情報の公
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開に関する法律（平成１３年法律第１４

０号）第２条第１項に規定する独立行政

法人等をいう。以下同じ。）の役員及び

職員、地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２条に規定する地方公務員

並びに地方独立行政法人（地方独立行政

法人法（平成１５年法律第１１８号）第

２条第１項に規定する地方独立行政法

人をいう。以下同じ。）の役員及び職員

をいう。）又は指定管理者の当該指定に

係る業務に従事する者である場合にお

いて、当該情報がその職務の遂行に係る

情報であるときは、当該情報のうち、当

該公務員等又は指定管理者の当該指定

に係る業務に従事する者の職及び当該

職務遂行の内容に係る部分 

 

  法人その他の団体（国、独立行政法人等、

地方公共団体及び地方独立行政法人を除

く。以下この号において「法人等」という。）

に関する情報（指定管理者にあっては、当

該指定に係る業務の範囲内のものを除

く。）又は事業を営む個人の当該事業に関

する情報であって、次に掲げるもの。ただ

し、人の生命、健康、生活又は財産を保護

するため、公にすることが必要であると認

められる情報を除く。 

  本市の機関（指定管理者を含む。次号に

おいて同じ。）、国、独立行政法人等、他の

地方公共団体及び地方独立行政法人の内

部又は相互間における審議、検討又は協議

に関する情報（指定管理者にあっては、当

該指定に係る業務の範囲内のものに限る。

次号において同じ。）であって、公にする

ことにより、率直な意見の交換若しくは意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそ

れ、不当に市民の間に混乱を生じさせるお

それ又は特定の者に不当に利益を与え、若

しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

開に関する法律（平成１３年法律第１４

０号）第２条第１項に規定する独立行政

法人等をいう。以下同じ。）の役員及び

職員、地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２条に規定する地方公務員

並びに地方独立行政法人（地方独立行政

法人法（平成１５年法律第１１８号）第

２条第１項に規定する地方独立行政法

人をいう。以下同じ。）及び土地開発公

社の役員及び職員をいう。）又は指定管

理者の当該指定に係る業務に従事する

者である場合において、当該情報がその

職務の遂行に係る情報であるときは、当

該情報のうち、当該公務員等又は指定管

理者の当該指定に係る業務に従事する

者の職及び当該職務遂行の内容に係る

部分 

  法人その他の団体（国、独立行政法人等、

地方公共団体、地方独立行政法人及び土地

開発公社を除く。以下この号において「法

人等」という。）に関する情報（指定管理

者にあっては、当該指定に係る業務の範囲

内のものを除く。）又は事業を営む個人の

当該事業に関する情報であって、次に掲げ

るもの。ただし、人の生命、健康、生活又

は財産を保護するため、公にすることが必

要であると認められる情報を除く。 

  本市の機関（指定管理者及び土地開発公

社を含む。次号において同じ。）、国、独立

行政法人等、他の地方公共団体及び地方独

立行政法人の内部又は相互間における審

議、検討又は協議に関する情報（指定管理

者にあっては、当該指定に係る業務の範囲

内のものに限る。次号において同じ。）で

あって、公にすることにより、率直な意見

の交換若しくは意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混

乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不

当に利益を与え、若しくは不利益を及ぼす
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（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第１５条 開示請求に係る公文書に国、独立行

政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人

及び開示請求者以外の者（以下この条、第１

９条第１項第２号及び第２０条各号におい

て「第三者」という。）に関する情報が記録

されているときは、実施機関は、開示決定等

をするに当たって、当該情報に係る第三者に

対し、規則で定めるところにより、当該開示

請求に係る公文書の表示その他規則で定め

る事項を通知して、意見書を提出する機会を

与えることができる。 

（出資法人等の情報公開） 

第２５条 本市が出資している法人又は本市

が継続的に補助金その他の財政的援助を行

っている法人その他の団体で規則で定める

もの（以下「出資法人等」という。）は、こ

の条例の趣旨にのっとり、情報公開を行うた

め必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

付 則 

（尼崎市土地開発公社に係る不開示情報の特

例） 

７ 当分の間、第７条第２号ウ及び第３号の規

定の適用については、同条第２号ウ中「の役

員及び職員をいう」とあるのは「及び尼崎市

土地開発公社（以下「土地開発公社」という。）

の役員及び職員をいう」と、同条第３号中「及

び地方独立行政法人」とあるのは「、地方独

立行政法人及び土地開発公社」とする。 

おそれがあるもの 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第１５条 開示請求に係る公文書に国、独立行

政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人、

土地開発公社及び開示請求者以外の者（以下

この条、第１９条第１項第２号及び第２０条

各号において「第三者」という。）に関する

情報が記録されているときは、実施機関は、

開示決定等をするに当たって、当該情報に係

る第三者に対し、規則で定めるところによ

り、当該開示請求に係る公文書の表示その他

規則で定める事項を通知して、意見書を提出

する機会を与えることができる。 

（出資法人等の情報公開） 

第２５条 本市が出資している法人（土地開発

公社を除く。）又は本市が継続的に補助金そ

の他の財政的援助を行っている法人その他

の団体で規則で定めるもの（以下「出資法人

等」という。）は、この条例の趣旨にのっと

り、情報公開を行うため必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 

付 則 
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尼崎市個人情報保護条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

（定義） 

第２条 略 

   実施機関 議会、市長、教育委員会、選

挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農

業委員会、固定資産評価審査委員会、公営

企業管理者及び消防長並びに地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項の規定に基づき本市の公の施設

の管理を行わせる指定管理者（以下「指定

管理者」という。）をいう。 

 

 

  保有個人情報 実施機関の職員（指定管

理者にあっては、その指定に係る業務に従

事する者をいう。以下同じ。）が職務上作

成し、又は取得した個人情報であって、当

該実施機関の職員が組織的に利用するも

のとして、当該実施機関が保有しているも

の（指定管理者にあっては、当該指定に係

る業務に従事する者が当該指定に係る業

務を遂行するために作成し、又は取得した

ものに限る。）をいう。ただし、公文書（尼

崎市情報公開条例（平成１６年尼崎市条例

第４７号）第２条第２号に規定する公文書

をいう。以下同じ。）に記録されているも

のに限る。 

 

（保有個人情報の開示義務） 

第１４条 略 

  略 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法

（昭和２２年法律第１２０号）第２条第

１項に規定する国家公務員（独立行政法

人通則法（平成１１年法律第１０３号）

第２条第４項に規定する行政執行法人

の役員及び職員を除く。）、独立行政法人

等の役員及び職員、地方公務員法（昭和

（定義） 

第２条 略 

   実施機関 議会、市長、教育委員会、選

挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農

業委員会、固定資産評価審査委員会、公営

企業管理者及び消防長並びに地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項の規定に基づき本市の公の施設

の管理を行わせる指定管理者（以下「指定

管理者」という。）及び尼崎市土地開発公

社（以下「土地開発公社」という。）をい

う。 

  保有個人情報 実施機関の職員（指定管

理者にあっては当該指定に係る業務に従

事する者を、土地開発公社にあってはその

役員及び職員をいう。以下同じ。）が職務

上作成し、又は取得した個人情報であっ

て、当該実施機関の職員が組織的に利用す

るものとして、当該実施機関が保有してい

るもの（指定管理者にあっては、当該指定

に係る業務に従事する者が当該指定に係

る業務を遂行するために作成し、又は取得

したものに限る。）をいう。ただし、公文

書（尼崎市情報公開条例（平成１６年尼崎

市条例第４７号）第２条第２号に規定する

公文書をいう。以下同じ。）に記録されて

いるものに限る。 

（保有個人情報の開示義務） 

第１４条 略 

   略 

  ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法

（昭和２２年法律第１２０号）第２条第

１項に規定する国家公務員（独立行政法

人通則法（平成１１年法律第１０３号）

第２条第４項に規定する行政執行法人

の役員及び職員を除く。）、独立行政法人

等の役員及び職員、地方公務員法（昭和
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２５年法律第２６１号）第２条に規定す

る地方公務員並びに地方独立行政法人

の役員及び職員をいう。）又は指定管理

者の当該指定に係る業務に従事する者

である場合において、当該情報がその職

務の遂行に係る情報であるときは、当該

情報のうち、当該公務員等又は指定管理

者の当該指定に係る業務に従事する者

の職及び当該職務遂行の内容に係る部

分 

  法人その他の団体（国、独立行政法人等、

地方公共団体及び地方独立行政法人を除

く。以下この号において「法人等」という。）

に関する情報（指定管理者にあっては、当

該指定に係る業務の範囲内のものを除

く。）又は開示請求者以外の事業を営む個

人の当該事業に関する情報であって、次に

掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生

活又は財産を保護するため、開示すること

が必要であると認められる情報を除く。 

 

   本市の機関（指定管理者を含む。次号  

において同じ。）、国、独立行政法人等、他

の地方公共団体及び地方独立行政法人の

内部又は相互間における審議、検討又は協

議に関する情報（指定管理者にあっては、

当該指定に係る業務の範囲内のものに限

る。次号において同じ。）であって、開示

することにより、率直な意見の交換若しく

は意思決定の中立性が不当に損なわれる

おそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせ

るおそれ又は特定の者に不当に利益を与

え、若しくは不利益を及ぼすおそれがある

もの 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２２条 開示請求に係る保有個人情報に国、

独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行

政法人及び開示請求者以外の者（以下この

条、第４０条第１項第２号及び第４１条各号

２５年法律第２６１号）第２条に規定す

る地方公務員並びに地方独立行政法人

及び土地開発公社の役員及び職員をい

う。）又は指定管理者の当該指定に係る

業務に従事する者である場合において、

当該情報がその職務の遂行に係る情報

であるときは、当該情報のうち、当該公

務員等又は指定管理者の当該指定に係

る業務に従事する者の職及び当該職務

遂行の内容に係る部分 

  法人その他の団体（国、独立行政法人等、

地方公共団体、地方独立行政法人及び土地

開発公社を除く。以下この号において「法

人等」という。）に関する情報（指定管理

者にあっては、当該指定に係る業務の範囲

内のものを除く。）又は開示請求者以外の

事業を営む個人の当該事業に関する情報

であって、次に掲げるもの。ただし、人の

生命、健康、生活又は財産を保護するため、

開示することが必要であると認められる

情報を除く。 

   本市の機関（指定管理者及び土地開発  

公社を含む。次号において同じ。）、国、独

立行政法人等、他の地方公共団体及び地方

独立行政法人の内部又は相互間における

審議、検討又は協議に関する情報（指定管

理者にあっては、当該指定に係る業務の範

囲内のものに限る。次号において同じ。）

であって、開示することにより、率直な意

見の交換若しくは意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に

混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に

不当に利益を与え、若しくは不利益を及ぼ

すおそれがあるもの 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２２条 開示請求に係る保有個人情報に国、

独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行

政法人、土地開発公社及び開示請求者以外の

者（以下この条、第４０条第１項第２号及び
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において「第三者」という。）に関する情報

が含まれているときは、実施機関は、開示決

定等をするに当たって、当該情報に係る第三

者に対し、規則で定めるところにより、当該

第三者に関する情報の内容その他規則で定

める事項を通知して、意見書を提出する機会

を与えることができる。 

（出資法人等の個人情報の保護） 

第４６条 本市が出資している法人又は本市

が継続的に補助金その他の財政的援助を行

っている法人その他の団体で規則で定める

もの（以下「出資法人等」という。）は、こ

の条例の趣旨にのっとり、個人情報の保護の

ために必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

付 則 

（尼崎市土地開発公社に係る不開示情報の特

例） 

９ 当分の間、第１４条第３号ウ及び第４号の

規定の適用については、同条第３号ウ中「地

方独立行政法人」とあるのは「地方独立行政

法人及び尼崎市土地開発公社（以下「土地開

発公社」という。）」と、同条第４号中「及び

地方独立行政法人」とあるのは「、地方独立

行政法人及び土地開発公社」とする。 

第４１条各号において「第三者」という。）

に関する情報が含まれているときは、実施機

関は、開示決定等をするに当たって、当該情

報に係る第三者に対し、規則で定めるところ

により、当該第三者に関する情報の内容その

他規則で定める事項を通知して、意見書を提

出する機会を与えることができる。 

（出資法人等の個人情報の保護） 

第４６条 本市が出資している法人（土地開発

公社を除く。）又は本市が継続的に補助金そ

の他の財政的援助を行っている法人その他

の団体で規則で定めるもの（以下「出資法人

等」という。）は、この条例の趣旨にのっと

り、個人情報の保護のために必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。 

付 則 
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尼崎市公文書の管理等に関する条例（第３条関係） 

改正後 現 行 

（定義） 

第２条 略 

  公文書 実施機関の職員が職務上作成

し、又は取得した文書等（文書、図画又は

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られた記録をいう。以下同

じ。）をいう。以下同じ。）であって、当該

実施機関の職員が組織的に用いるものと

して、当該実施機関が保有しているものを

いう。ただし、次に掲げるものを除く。 

 

 

 

   実施機関 尼崎市議会、市長、尼崎市教

育委員会、尼崎市選挙管理委員会、尼崎市

公平委員会、尼崎市監査委員、尼崎市農業

委員会、尼崎市固定資産評価審査委員会、

尼崎市公営企業管理者及び尼崎市消防長

をいう。 

（指定管理者等が保有する文書等の管理） 

第３９条 地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定に基づき市

の公の施設の管理を行わせる指定管理者及

び市が出資している法人又は市が継続的に

補助金その他の財政的援助を行っている法

人その他の団体で市長が別に定めるもの（以

下「指定管理者等」という。）は、この条例

の趣旨にのっとり、その保有する文書等の適

正な管理を行うために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

 

付 則 

４ 旧実施機関（尼崎市土地開発公社の解散 

に伴う関係条例の整備に関する条例（令和５

年尼崎市条例第  号）第３条の規定による

改正前の第２条第３号に規定する実施機関

（定義） 

第２条 略 

  公文書 実施機関の職員（尼崎市土地開

発公社（以下「土地開発公社」という。）

にあっては、その役員及び職員。以下同

じ。）が職務上作成し、又は取得した文書

等（文書、図画又は電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られた

記録をいう。以下同じ。）をいう。以下同

じ。）であって、当該実施機関の職員が組

織的に用いるものとして、当該実施機関が

保有しているものをいう。ただし、次に掲

げるものを除く。 

   実施機関 尼崎市議会、市長、尼崎市教

育委員会、尼崎市選挙管理委員会、尼崎市

公平委員会、尼崎市監査委員、尼崎市農業

委員会、尼崎市固定資産評価審査委員会、

尼崎市公営企業管理者及び尼崎市消防長

並びに土地開発公社をいう。 

（指定管理者等が保有する文書等の管理） 

第３９条 地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定に基づき市

の公の施設の管理を行わせる指定管理者及

び市が出資している法人（土地開発公社を除

く。）又は市が継続的に補助金その他の財政

的援助を行っている法人その他の団体で市

長が別に定めるもの（以下「指定管理者等」

という。）は、この条例の趣旨にのっとり、

その保有する文書等の適正な管理を行うた

めに必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 

付 則 

４ 実施機関は、施行日前に当該実施機関の職

員が職務上作成し、又は取得した文書等で公

文書に該当するものについて、第２章の規定

に準じて市長が別に定めるところにより、管
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をいう。以下同じ。）は、施行日前に当該実

施機関の職員（尼崎市土地開発公社にあって

は、その役員及び職員）が職務上作成し、又

は取得した文書等で旧公文書（同条第１号に

規定する公文書をいう。以下同じ。）に該当

するものについて、第２章の規定に準じて市

長が別に定めるところにより、管理しなけれ

ばならない。この場合において、旧歴史的公

文書（第２条第２号アからエまでに掲げる情

報が記録された旧公文書その他歴史資料と

して重要な価値を有する旧公文書をいう。以

下同じ。）に該当するものとして、市長が引

き続き保存することを決定した文書等及び

市長に移管された文書等は、特定歴史的公文

書とみなす。 

５ この条例の施行の際現に市長が旧歴史的 

公文書に該当するものとして特別の管理を 

している文書等については、市長は、別に定 

めるところにより、特定歴史的公文書とみ

なして第３章の規定を適用することができ

る。 

（尼崎市土地開発公社に係る不開示情報の特

例） 

１１ 情報公開条例付則第７項の規定により

情報公開条例第７条第２号ウ及び第３号を

読み替えて適用する場合においては、第１６

条第１項第１号イ及びウ中「に掲げる」とあ

るのは、「（情報公開条例付則第７項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）に掲

げる」として、この条例の規定を適用する。 

理しなければならない。この場合において、

歴史的公文書に該当するものとして、市長が

引き続き保存することを決定した文書等及

び市長に移管された文書等は、特定歴史的公

文書とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ この条例の施行の際現に市長が歴史的公

文書に該当するものとして特別の管理をし

ている文書等については、市長は、別に定め

るところにより、特定歴史的公文書とみなし

て第３章の規定を適用することができる。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２８号 所 管 公文書管理担当 

件 名 
個人情報の保護に関する法律の改正等に伴う関係条例の整備に関する条例に 

ついて 

内       容 

１ 制定理由 

本市では、尼崎市個人情報保護条例を平成１７年４月１日に施行し、当該条例に基

づき個人情報保護制度を運営してきたところである。こうした中、デジタル社会の形

成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７号）の制定により、

個人情報の保護に関する法律が改正され、令和５年度から、本市を含む全ての地方公

共団体の個人情報保護制度は、国の行政機関と同様の規律が適用されることとなるこ

とから、当該法改正に伴い、関係条例において所要の整備を行うもの。 

２ 改廃の対象となる条例 

   尼崎市情報公開条例 

   尼崎市個人情報保護条例（廃止） 

   尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会条例 

   尼崎市子どもの育ち支援条例 

   尼崎市暴力団排除条例 

   尼崎市危険空家等対策に関する条例 

   尼崎市行政不服審査会条例 

   尼崎市行政不服審査等関係事務手数料条例 

   尼崎市自治のまちづくり条例 

   尼崎市債権管理条例 

   尼崎市公文書の管理等に関する条例 

３ 主な改正内容 

   尼崎市情報公開条例の改正 

   当該法改正により新たに規定される「行政機関等匿名加工情報」について、国の

制度にあわせ、尼崎市情報公開条例の不開示情報として規定する。 

   尼崎市個人情報保護条例の廃止及びそれに伴う改正 

ア 当該法改正により本市の個人情報保護制度は国の行政機関と同様の規律が適

用されることとなるため、尼崎市個人情報保護条例は廃止する。 

イ 上記２ から 及び の条例について、尼崎市個人情報保護条例第８条第１項

の適用により、個人情報の目的外利用又は外部提供ができる旨の規定を置いてい

たが、尼崎市個人情報保護条例が廃止されることに伴い、当該規定を削除する。 

ウ 上記２ 、 、 、 及び の条例について、「尼崎市個人情報保護条例」を

「個人情報の保護に関する法律」に改めるなど所要の整備を行う。 

４ 施行期日 令和５年４月１日 
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尼崎市情報公開条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（公文書の開示義務） 

第７条 略 

 の２ 個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）第６０条第３項に規

定する行政機関等匿名加工情報（同条第４

項に規定する行政機関等匿名加工情報フ

ァイルを構成するものに限る。以下この号

において「行政機関等匿名加工情報」とい

う。）又は行政機関等匿名加工情報の作成

に用いた同条第１項に規定する保有個人

情報から削除した同法第２条第１項第１

号に規定する記述等若しくは同条第２項

に規定する個人識別符号 

（処分等についての審査請求の審査庁） 

第１８条 開示決定等又は開示請求に係る不

作為（以下「処分等」という。）についての

審査請求は、市長に対して行うものとする。 

（審査請求があった旨等の通知） 

第１９条 市長は、処分等について審査請求が

あったときは、行政不服審査法（平成２６年

法律第６８号。以下「不服審査法」という。）

第２４条の規定により当該審査請求を却下

する場合を除き、次の各号に掲げる者に対

し、当該審査請求があった旨を通知しなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  当該処分等に係る開示請求者（当該開示

請求が当該審査請求に係る審査請求人又

は参加人（不服審査法第１３条第４項に規

定する参加人をいう。以下同じ。）である

（公文書の開示義務） 

第７条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１８条 削除 

 

 

（審査請求があった旨等の通知） 

第１９条 開示決定等をした実施機関は、当該

開示決定等について審査請求を受けた場合

において行政不服審査法（平成２６年法律第

６８号。以下「法」という。）第２４条の規

定により当該審査請求を却下しないとき（当

該実施機関が審査庁（法第９条第１項に規定

する審査庁をいう。以下同じ。）でないとき

は、当該開示決定等について法第２９条第１

項本文の規定により審査請求書（法第１９条

第１項の規定により提出された審査請求書

をいう。）又は審査請求録取書（法第２１条

第２項に規定する審査請求録取書をいう。）

の写しの送付を受けたとき）は、次に掲げる

者に対し、当該開示決定等について審査請求

があった旨を通知しなければならない。 

  開示請求者（開示請求者が審査請求人又

は参加人（法第１３条第４項に規定する参

加人をいう。以下同じ。）である場合を除

く。） 
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場合を除く。） 

  当該処分等に係る実施機関（市長を除

く。以下この号において同じ。）（不服審査

法第２１条第１項の規定により当該実施

機関を経由して市長に対して当該審査請

求が行われた場合及び不服審査法第２２

条第１項に規定する場合において当該実

施機関に対して当該審査請求が行われた

ときを除く。） 

  当該審査請求に係る公文書の開示につ

いて反対意見書を提出した第三者（当該第

三者が当該審査請求に係る審査請求人又

は参加人である場合を除く。） 

２ 前項の規定は、不服審査法第４３条第１項

の規定により市長が処分等についての審査

請求について尼崎市情報公開・個人情報保護

審査委員会（以下「審査委員会」という。）

に諮問した場合について準用する。この場合

において、前項中「各号」とあるのは、「各

号（第２号を除く。）」と読み替えるものとす

る。 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等に

おける手続） 

第２０条 第１５条第３項の規定は、市長が処

分等についての審査請求について次のいず

れかに該当する裁決をする場合について準

用する。この場合において、同項中「開示決

定の日」とあるのは「審査請求に対する裁決

をする日（市長以外の実施機関にあっては、

当該裁決に係る裁決書の謄本の送付を受け

た日。以下「裁決日等」という。）」と、「開

示決定後」とあるのは「裁決日等以後」と、

「開示決定をした旨及びその」とあるのは

「裁決をした旨（市長以外の実施機関にあっ

ては、当該裁決があった旨）及び当該裁決の」

と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  当該審査請求に係る公文書の開示につ

いて反対意見書を提出した第三者（当該第

三者が審査請求人又は参加人である場合

を除く。） 

２ 前項の規定は、開示決定等をした実施機関

が当該開示決定等に係る審査請求について

尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会

（以下「審査委員会」という。）に諮問した

場合（当該実施機関が審査庁でないときは、

当該審査請求について審査委員会に諮問し

た旨の通知を受けた場合）について準用す

る。 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等に

おける手続） 

第２０条 第１５条第３項の規定は、開示決定

等をした実施機関が当該開示決定等に係る

審査請求に対して次のいずれかに該当する

裁決をするとき（当該実施機関が審査庁でな

いときは、当該裁決に係る法第５０条第１項

に規定する裁決書の謄本の送付を受けたと

き）について準用する。この場合において、

第１５条第３項中「開示決定の日」とあるの

は「審査請求に対する裁決をする日（当該実

施機関が審査庁（行政不服審査法（平成２６

年法律第６８号）第９条第１項に規定する審

査庁をいう。以下この項において同じ。）で

ないときは、当該裁決に係る同法第５０条第

１項に規定する裁決書の謄本（以下「裁決謄

本」という。）の送付を受けた日。以下「裁

決日等」という。）」と、「開示決定後」とあ
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るのは「裁決日等以後」と、「開示決定をし

た旨及びその」とあるのは「裁決をした旨（当

該実施機関が審査庁でないときは、当該裁決

謄本の送付を受けた旨）及び当該裁決の」と

読み替えるものとする。 
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尼崎市個人情報保護条例（第２条関係） 

現 行 

第１章 総則 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、個人情報の取扱いについて必要な事項を定めるとともに、実施機関が保

有する個人情報の開示、訂正及び利用停止を求める権利を明らかにすることにより、市政の

適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

  実施機関 議会、市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委

員会、固定資産評価審査委員会、公営企業管理者及び消防長並びに地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき本市の公の施設の管理を行わせる

指定管理者（以下「指定管理者」という。）及び尼崎市土地開発公社（以下「土地開発公

社」という。）をいう。 

  個人情報 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であ

って、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別するこ

とができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。）をいう。 

  本人 個人情報によって識別される特定の個人をいう。 

  保有個人情報 実施機関の職員（指定管理者にあっては当該指定に係る業務に従事する

者を、土地開発公社にあってはその役員及び職員をいう。以下同じ。）が職務上作成し、

又は取得した個人情報であって、当該実施機関の職員が組織的に利用するものとして、当

該実施機関が保有しているもの（指定管理者にあっては、当該指定に係る業務に従事する

者が当該指定に係る業務を遂行するために作成し、又は取得したものに限る。）をいう。

ただし、公文書（尼崎市情報公開条例（平成１６年尼崎市条例第４７号）第２条第２号に

規定する公文書をいう。以下同じ。）に記録されているものに限る。 

  個人情報ファイル 保有個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるものをい

う。 

ア 一定の事務又は事業の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用い

て検索することができるように体系的に構成したもの 

イ アに掲げるもののほか、一定の事務又は事業の目的を達成するために氏名、生年月日

その他の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的

に構成したもの 

  保有特定個人情報 保有個人情報のうち特定個人情報（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」と

いう。）第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。）であるものをいう。 

  情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項の規定により記録された保有特定個

人情報をいう。 
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第２章 実施機関における個人情報の取扱い 

（個人情報の保有の制限等） 

第３条 実施機関は、個人情報を保有するに当たっては、個人の権利利益を侵害しないよう、

その所掌事務の目的の達成に必要な場合に限り、かつ、その利用の目的をできる限り特定し

なければならない。 

２ 実施機関は、次に掲げる事項に関する個人情報を保有してはならない。ただし、法令又は

条例（以下「法令等」という。）に規定のある場合及び事務又は事業の遂行上当該個人情報

が必要であり、かつ、欠くことができないと認められる場合は、この限りでない。 

  思想、信条及び宗教に関する事項 

  人種及び社会的差別の原因となる事項 

３ 実施機関は、第１項の規定により特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）の

達成に必要な範囲を超えて、個人情報を保有してはならない。 

４ 実施機関は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると

合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（個人情報の取得の制限） 

第４条 実施機関は、個人情報を取得するときは、次の各号に掲げる場合を除き、当該本人か

ら直接取得しなければならない。 

  本人の同意があるとき。 

  法令等に規定のあるとき。 

  人の生命、身体又は財産の保護のため、緊急、かつ、やむを得ないと認められるとき。 

  国、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１

５年法律第５９号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、他の

地方公共団体又は地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）

第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）から取得する場合で事務

又は事業の遂行上やむを得ないと認められるとき。 

  既に公表された事実である個人情報を取得するとき。 

２ 実施機関は、前項の規定により個人情報を当該本人から直接取得するときは、次の各号に

掲げる場合を除き、あらかじめ、当該本人に対し、その利用目的を明示しなければならな

い。 

  前項第３号に掲げる事由に該当するとき。 

  利用目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権

利利益を害するおそれがあるとき。 

  利用目的を本人に明示することにより、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地

方独立行政法人が行う事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

  取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 

（正確性の確保） 

第５条 実施機関は、利用目的の達成に必要な範囲内で、保有個人情報が過去又は現在の事実

と合致するよう努めなければならない。 

（安全確保の措置） 
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第６条 実施機関（実施機関が個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱事務」とい

う。）を実施機関以外のものに行わせる場合にあっては、当該個人情報取扱事務を行うもの

を含む。）は、保有個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の保有個人情報の適切な

管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（従事者の義務） 

第７条 個人情報取扱事務に従事する実施機関の職員又は職員であった者（前条に規定する場

合にあっては、その個人情報取扱事務に従事している者又は従事していた者（以下「個人情

報取扱事務従事者」という。）を含む。）は、その事務に関して知り得た個人情報の内容を

みだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（利用及び提供の制限） 

第８条 実施機関は、法令等に規定のある場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人

情報（保有特定個人情報を除く。以下この条、第９条及び第２４条第１項において同じ。）

を自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用目的

以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。ただし、保有

個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は

第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

  本人の同意があるとき又は本人に提供するとき。 

  実施機関がその所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であ

って、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由があると認められるとき。 

  他の実施機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人に保有個

人情報を提供する場合において、当該保有個人情報の提供を受ける者が、法令等の定める

事務又は事業の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を

利用することについて相当な理由があると認められるとき。 

  専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情報を提供するとき。 

  本人以外の者に保有個人情報を提供することが明らかに本人の利益になると認められる

とき。 

  前各号に掲げる場合のほか、保有個人情報を提供することについて尼崎市情報公開・個

人情報保護審査委員会（以下「審査委員会」という。）の意見を聴いて特別の理由がある

と認められるとき。 

３ 実施機関は、前項第２号から第５号までに掲げる事由のいずれかに該当することを理由に

保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供したときは、遅滞なく、

その旨を審査委員会に報告しなければならない。 

４ 実施機関は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、保有個人情

報の利用目的以外の目的のための実施機関の内部における利用を特定の部局に限るものとす

る。 

５ 実施機関は、次のいずれかに該当する場合を除き、通信回線を用いた電子計算機その他の

機器の結合（実施機関の保有個人情報を本市の機関以外の者が随時入手し得る状態にするも

のに限る。以下「オンライン結合」という。）により、保有個人情報を本市の機関以外の者
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に提供してはならない。 

  法令等に規定のあるとき。 

  事務又は事業の遂行上必要かつ適切と認められ、及び個人情報について必要な保護措置

が講じられているとき。 

６ 実施機関は、前項第２号に掲げる事由に該当することを理由に本市の機関以外のものとの

間でオンライン結合を行おうとするときは、あらかじめ、審査委員会の意見を聴かなければ

ならない。 

第８条の２ 実施機関は、利用目的以外の目的のために保有特定個人情報を自ら利用してはな

らない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、人の生命、身体又は財産の保護のために必要があ

る場合であって、本人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるときは、利用

目的以外の目的のために保有特定個人情報（情報提供等記録を除く。以下この条及び第３３

条第１項各号において同じ。）を自ら利用することができる。ただし、保有特定個人情報を

利用目的以外の目的のために自ら利用することによって、本人又は第三者の権利利益を不当

に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

３ 実施機関は、前項に規定する事由に該当することを理由に保有特定個人情報を利用目的以

外の目的のために自ら利用したときは、遅滞なく、その旨を審査委員会に報告しなければな

らない。 

４ 実施機関は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、保有特定個

人情報の利用目的以外の目的のための実施機関の内部における利用を特定の部局に限るもの

とする。 

５ 実施機関は、番号法第１９条各号のいずれかに該当する場合を除き、保有特定個人情報を

提供してはならない。 

６ 実施機関は、法令等に規定がある場合を除き、オンライン結合により、保有特定個人情報

を本市の機関以外の者に提供してはならない。 

（保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第９条 実施機関は、第８条第２項第３号から第６号までに掲げる事由のいずれかに該当する

ことを理由に保有個人情報を提供する場合において、必要があると認めるときは、当該保有

個人情報の提供を受ける者に対し、提供に係る個人情報について、その利用の目的若しくは

方法の制限その他必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理

のために必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

（個人情報の利用に係る業務等の届出） 

第１０条 実施機関は、個人情報を取得して新たに当該個人情報を利用する業務を開始しよう

とするときは、あらかじめ、次の各号に掲げる事項を市長に届け出なければならない。 

  業務の名称 

  利用目的 

  個人情報の記録の対象者 

  個人情報の記録の内容 

  その他規則で定める事項 
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２ 実施機関は、前項の規定により届出を行おうとする業務において個人情報ファイルを保有

しようとするとき又は同項の規定により届出を行った業務において新たに個人情報ファイル

を保有しようとするときは、あらかじめ、次の各号に掲げる事項を市長に届け出なければな

らない。 

  個人情報ファイルの名称 

  当該実施機関の名称及び個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名

称 

  個人情報ファイルの利用目的 

  個人情報ファイルに記録される項目（以下「記録項目」という。）及び本人（他の個人

の氏名、生年月日その他の記述等によらないで検索し得る者に限る。次項第７号において

同じ。）として個人情報ファイルに記録される個人の範囲（以下「記録範囲」という。） 

  個人情報ファイルに記録される個人情報（以下「記録情報」という。）の収集方法 

  記録情報を当該実施機関以外の者に経常的に提供する場合には、その提供先 

  次条第３項の規定に基づき、記録項目の一部若しくは第５号若しくは前号に掲げる事項

を個人情報ファイル簿に記載しないこととするとき又は個人情報ファイルを個人情報ファ

イル簿に記載しないこととするときは、その旨 

  第１２条第１項、第２５条第１項又は第３３条第１項の規定による請求を受理する組織

の名称及び所在地 

  第２５条第１項ただし書又は第３３条第１項ただし書に該当するときは、その旨 

  その他規則で定める事項 

３ 前項の規定は、次の各号に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 

  実施機関の職員又は職員であった者に係る個人情報ファイルであって、専らその人事、

給与若しくは福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの（実施機関が

行う職員の採用試験に関する個人情報ファイルを含む。） 

  専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル 

  前項の規定による届出に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又は一

部を記録した個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範囲が当該届

出に係るこれらの事項の範囲内のもの 

  １年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する個人情報ファイル 

  資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する記録情報

を記録した個人情報ファイルであって、送付又は連絡の相手方の氏名、住所その他の送付

又は連絡に必要な事項のみを記録するもの 

  職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得する個人情報ファ

イルであって、記録情報を専ら当該学術研究の目的のために利用するもの 

  本人の数が規則で定める数に満たない個人情報ファイル 

  前各号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして規則で定める個人情報ファイル 

  第２条第５号イに係る個人情報ファイル 

４ 市長は、実施機関から第１項又は第２項の規定による届出があったときは、当該届出に係

る事項を、速やかに、審査委員会に報告しなければならない。 
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５ 第１項及び前項の規定は第１項の届出に係る業務についてこれを廃止し、又は変更しよう

とする場合について、第２項及び前項の規定は第２項の届出に係る個人情報ファイルについ

てその保有をやめた場合、その個人情報ファイルが第３項第７号に該当するに至った場合又

は届け出た事項を変更しようとする場合について準用する。 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第１１条 実施機関は、規則で定めるところにより、当該実施機関が保有している個人情報フ

ァイルについて、それぞれ前条第２項第１号から第６号まで、第８号及び第９号に掲げる事

項その他規則で定める事項を記載した帳簿（第３項において「個人情報ファイル簿」とい

う。）を作成し、公表しなければならない。 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 

  前条第３項第１号から第８号までに掲げる個人情報ファイル 

  前項の規定による公表に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又は一

部を記録した個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範囲が当該公

表に係るこれらの事項の範囲内のもの 

  前号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして規則で定める個人情報ファイル 

３ 第１項の規定にかかわらず、実施機関は、記録項目の一部若しくは前条第２項第５号若し

くは第６号に掲げる事項を個人情報ファイル簿に記載し、又は個人情報ファイルを個人情報

ファイル簿に掲載することにより、利用目的に係る事務又は事業の性質上、当該事務又は事

業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、その記録項目の一部若

しくは事項を記載せず、又はその個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載しないこと

ができる。 

第３章 開示、訂正及び利用停止 

第１節 開示 

（開示請求権） 

第１２条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、当該実施機関の保有す

る自己を本人とする保有個人情報の開示を請求することができる。 

２ 本人が未成年者若しくは成年被後見人である場合におけるその法定代理人又は本人若しく

は当該法定代理人の委任による代理人（当該代理人の委任による代理人を除く。）（以下こ

れらを「代理人」という。）は、本人に代わって前項の規定による開示の請求（以下「開示

請求」という。）をすることができる。 

（開示請求の手続） 

第１３条 開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面（以下「開示請求書」という。）を実

施機関に提出してしなければならない。 

  開示請求をする者の氏名及び住所又は居所 

  開示請求に係る保有個人情報が記録されている公文書の名称その他の開示請求に係る保

有個人情報を特定するに足りる事項 

２ 前項の場合において、開示請求をする者は、規則で定めるところにより、当該開示請求に

係る保有個人情報の本人であること（前条第２項の規定による開示請求にあっては、当該開

示請求に係る保有個人情報の本人に係る代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出

48



 

しなければならない。 

３ 実施機関は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（以下

「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。

この場合において、実施機関は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう

努めなければならない。 

（保有個人情報の開示義務） 

第１４条 実施機関は、開示請求があったときは、当該開示請求に係る保有個人情報に次の各

号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を除き、開

示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。 

  法令等の規定又は実施機関が法令上従う義務のある国若しくは他の地方公共団体の機関

の指示により、開示することができない情報 

  開示請求者（第１２条第２項の規定により代理人が本人に代わって開示請求をする場合

にあっては、当該本人をいう。次号及び第４号、次条第２項並びに第２２条第１項におい

て同じ。）の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報 

  開示請求者以外の個人情報であって、当該個人情報に含まれる氏名、生年月日その他の

記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合

することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなるものを

含む。）又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示することに

より、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲

げる情報を除く。 

ア 法令等の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予

定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認めら

れる情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項に規

定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第４項に

規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等の役員及び職員、地

方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立

行政法人及び土地開発公社の役員及び職員をいう。）又は指定管理者の当該指定に係る

業務に従事する者である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であると

きは、当該情報のうち、当該公務員等又は指定管理者の当該指定に係る業務に従事する

者の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

  法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び土地開

発公社を除く。以下この号において「法人等」という。）に関する情報（指定管理者にあ

っては、当該指定に係る業務の範囲内のものを除く。）又は開示請求者以外の事業を営む

個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活

又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報を除く。 

ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあるもの 
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イ 実施機関の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、法

人等又は個人における通例として開示しないこととされているものその他の当該条件を

付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

  開示することにより、犯罪の予防その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそ

れがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報 

  本市の機関（指定管理者及び土地開発公社を含む。次号において同じ。）、国、独立行

政法人等、他の地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討

又は協議に関する情報（指定管理者にあっては、当該指定に係る業務の範囲内のものに限

る。次号において同じ。）であって、開示することにより、率直な意見の交換若しくは意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又

は特定の者に不当に利益を与え、若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

  本市の機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務

又は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務

又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事

実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発

見を困難にするおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方

独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

オ 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に関

し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

（部分開示） 

第１５条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合におい

て、当該不開示情報に該当する部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請求者

に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第３号の情報（開示請求者以外の特定の個人を識別す

ることができるものに限る。）が含まれている場合において、当該情報のうち、氏名、生年

月日その他の開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分

を除くことにより、開示しても、開示請求者以外の個人の権利利益が害されるおそれがない

と認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、

前項の規定を適用する。 

（裁量的開示） 

第１６条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合であっ

ても、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、

当該保有個人情報を開示することができる。 

（保有個人情報の存否に関する情報） 

第１７条 開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを答える
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だけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該保有個人情報の存否を

明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。 

（開示請求に対する措置） 

第１８条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示するときは、その

旨の決定（以下「開示決定」という。）をし、開示請求者に対し、その旨、開示する保有個

人情報の利用目的及び開示の実施に関し規則で定める事項を書面により通知しなければなら

ない。 

２ 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないとき（前条の規定により開

示請求を拒否するとき及び開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを含む。）

は、開示しない旨の決定（以下「不開示決定」という。）をし、開示請求者に対し、その旨

を書面により通知しなければならない。 

（開示決定等の期限） 

第１９条 開示決定又は不開示決定（以下「開示決定等」という。）は、開示請求があった日

から１５日以内にしなければならない。ただし、第１３条第３項の規定により補正を求めた

場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるとき

は、同項に規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合において、実

施機関は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知し

なければならない。 

３ 第１項に規定する期間（前項の規定により当該期間の延長がなされた場合にあっては、当

該延長後の期間）内に実施機関が開示決定等をしないときは、開示請求者は、不開示決定が

あったものとみなすことができる。 

（開示決定等の期限の特例） 

第２０条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、当該開示請求があった日か

ら４５日以内にそのすべてについて開示決定等をすることにより事務又は事業の遂行に著し

い支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、実施機関は、当該開示請

求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの保有

個人情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、実施機

関は、同条第１項に規定する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通

知しなければならない。 

  この条の規定を適用する旨及びその理由 

  残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

２ 前項第２号の期限までに、実施機関が同号に規定する残りの保有個人情報について開示決

定等をしないときは、開示請求者は、当該残りの保有個人情報について不開示決定があった

ものとみなすことができる。 

（事案の移送） 

第２１条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報（情報提供等記録を除く。第３１条第１

項、第３３条第１項、第３４条第１項第２号及び第２項並びに第３６条において同じ。）が

他の実施機関から提供されたものであるときその他他の実施機関において開示決定等をする
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ことにつき正当な理由があるときは、当該他の実施機関と協議の上、当該他の実施機関に対

し、事案を移送することができる。この場合においては、移送をした実施機関は、開示請求

者に対し、事案を移送した旨を書面により通知しなければならない。 

２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた実施機関において、当該開示請

求についての開示決定等をしなければならない。この場合において、移送をした実施機関が

移送前にした行為は、移送を受けた実施機関がしたものとみなす。 

３ 前項の場合において、移送を受けた実施機関が開示決定をしたときは、当該実施機関は、

開示の実施をしなければならない。この場合において、移送をした実施機関は、当該開示の

実施に必要な協力をしなければならない。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２２条 開示請求に係る保有個人情報に国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政

法人、土地開発公社及び開示請求者以外の者（以下この条、第４０条第１項第２号及び第４

１条各号において「第三者」という。）に関する情報が含まれているときは、実施機関は、

開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、規則で定めるところにより、

当該第三者に関する情報の内容その他規則で定める事項を通知して、意見書を提出する機会

を与えることができる。 

２ 実施機関は、次のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、当該号の第三者に対

し、規則で定めるところにより、開示請求に係る当該第三者に関する情報の内容その他規則

で定める事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなければならない。ただ

し、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

  第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を開示しようとする場合であって、当

該第三者に関する情報が第１４条第３号イ又は第４号ただし書に規定する情報に該当する

と認められるとき。 

  第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を第１６条の規定により開示しようと

するとき。 

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該第三者に

関する情報の開示に反対の意思を表示した意見書（以下「反対意見書」という。）を提出し

た場合において、開示決定をするときは、開示決定の日と開示を実施する日との間に少なく

とも２週間を置かなければならない。この場合において、実施機関は、当該開示決定後直ち

に、当該反対意見書を提出した第三者に対し、当該開示決定をした旨及びその理由並びに開

示を実施する日を書面により通知しなければならない。 

（開示の実施） 

第２３条 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報が、文書又は図画に記録されているとき

は閲覧又は写しの交付により、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）に記録されていると

きはその種別、情報化の進展状況等を勘案して実施機関が定める方法により行う。ただし、

閲覧の方法による保有個人情報の開示にあっては、実施機関は、当該保有個人情報が記録さ

れている文書又は図画の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他正当な理由が

あるときは、その写しにより、これを行うことができる。 
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２ 実施機関は、前項の規定に基づく電磁的記録についての開示の方法に関する定めを一般の

閲覧に供しなければならない。 

（法令等による開示の実施との調整） 

第２４条 実施機関は、法令等の規定により、開示請求者に対し開示請求に係る保有個人情報

が前条第１項本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされている場合（開示の期

間が定められている場合にあっては、当該期間内に限る。）には、同項本文の規定にかかわ

らず、当該保有個人情報については、当該同一の方法による開示を行わない。ただし、当該

法令等の規定に一定の場合には開示をしない旨の定めがあるときは、この限りでない。 

２ 法令等の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を前条第１項本文の閲覧

とみなして、前項の規定を適用する。 

第２節 訂正 

（訂正請求権） 

第２５条 何人も、実施機関が保有する自己を本人とする保有個人情報の内容が事実でないと

思料するときは、この条例の定めるところにより、当該保有個人情報を保有する実施機関に

対し、当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下同じ。）を請求することができ

る。ただし、当該保有個人情報の訂正に関して法令等の規定により特別の手続が定められて

いるときは、この限りでない。 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求（以下「訂正請求」という。）を

することができる。 

（訂正請求の手続） 

第２６条 訂正請求は、次の各号に掲げる事項を記載した書面（以下「訂正請求書」とい

う。）を実施機関に提出してしなければならない。 

  訂正請求をする者の氏名及び住所又は居所 

  訂正請求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項 

  訂正請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、訂正請求をする者は、規則で定めるところにより、当該訂正請求に

係る保有個人情報の本人であること（前条第２項の規定による訂正請求にあっては、当該訂

正請求に係る保有個人情報の本人に係る代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出

しなければならない。 

３ 実施機関は、訂正請求書に形式上の不備があると認めるときは、訂正請求をした者（以下

「訂正請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 

（保有個人情報の訂正義務） 

第２７条 実施機関は、訂正請求があった場合において、当該訂正請求に理由があると認める

ときは、当該訂正請求に係る保有個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、当該保有個

人情報の訂正をしなければならない。 

（訂正請求に対する措置） 

第２８条 実施機関は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をするときは、その旨の決定（以

下「訂正決定」という。）をし、訂正請求者に対し、その旨を書面により通知しなければな

らない。 
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２ 実施機関は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしないときは、その旨の決定（以下

「不訂正決定」という。）をし、訂正請求者に対し、その旨を書面により通知しなければな

らない。 

（訂正決定等の期限） 

第２９条 訂正決定又は不訂正決定（以下「訂正決定等」という。）は、訂正請求があった日

から３０日以内にしなければならない。ただし、第２６条第３項の規定により補正を求めた

場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるとき

は、同項に規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合において、実

施機関は、訂正請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知し

なければならない。 

３ 第１項に規定する期間（前項の規定により当該期間の延長がなされた場合にあっては、当

該延長後の期間）内に実施機関が訂正決定等をしないときは、訂正請求者は、不訂正決定が

あったものとみなすことができる。 

（訂正決定等の期限の特例） 

第３０条 実施機関は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかか

わらず、相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、実施機関は、同条

第１項に規定する期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなけれ

ばならない。 

  この条の規定を適用する旨及びその理由 

  訂正決定等をする期限 

２ 前項第２号の期限までに、実施機関が訂正決定等をしないときは、訂正請求者は、不訂正

決定があったものとみなすことができる。 

（事案の移送） 

第３１条 実施機関は、訂正請求に係る保有個人情報が他の実施機関から提供されたものであ

るときその他他の実施機関において訂正決定等をすることにつき正当な理由があるときは、

当該他の実施機関と協議の上、当該他の実施機関に対し、事案を移送することができる。こ

の場合においては、移送をした実施機関は、訂正請求者に対し、事案を移送した旨を書面に

より通知しなければならない。 

２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた実施機関において、当該訂正請

求についての訂正決定等をしなければならない。この場合において、移送をした実施機関が

移送前にした行為は、移送を受けた実施機関がしたものとみなす。 

３ 前項の場合において、移送を受けた実施機関が訂正決定をしたときは、移送をした実施機

関は、当該訂正決定に基づき訂正の実施をしなければならない。 

（保有個人情報の提供先等への通知） 

第３２条 実施機関は、訂正決定に基づく保有個人情報の訂正の実施をした場合において、必

要があると認めるときは、当該保有個人情報の提供先（情報提供等記録にあっては、総務大

臣及び番号法第１９条第７号に規定する情報照会者又は情報提供者（当該訂正に係る情報提

供等記録に記録された者であって、当該実施機関以外のものに限る。））に対し、遅滞な
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く、その旨を書面により通知するものとする。 

第３節 利用停止 

（利用停止請求権） 

第３３条 何人も、実施機関が保有する自己を本人とする保有個人情報が次の各号のいずれか

に該当すると思料するときは、この条例の定めるところにより、当該保有個人情報を保有す

る実施機関に対し、当該各号に定める措置を請求することができる。ただし、当該保有個人

情報の利用の停止、消去又は提供の停止（以下「利用停止」という。）に関して法令等の規

定により特別の手続が定められているときは、この限りでない。 

  当該保有個人情報を保有する実施機関により適法に取得されたものでないとき、第３条

第２項若しくは第３項の規定に違反して保有されているとき又は第８条第１項若しくは第

２項（保有特定個人情報にあっては、第８条の２第１項又は第２項）の規定に違反して利

用されているとき 当該保有個人情報の利用の停止又は消去 

  保有特定個人情報にあっては、番号法第２０条の規定に違反して収集され、若しくは保

管されているとき又は番号法第２８条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイル

（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルをいう。）に記録されているとき 

当該保有特定個人情報の利用の停止又は消去 

  第８条第１項、第２項又は第５項（保有特定個人情報にあっては、第８条の２第５項又

は第６項）の規定に違反して提供されているとき 当該保有個人情報の提供の停止 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による利用停止の請求（以下「利用停止請求」とい

う。）をすることができる。 

（利用停止請求の手続） 

第３４条 利用停止請求は、次の各号に掲げる事項を記載した書面（以下「利用停止請求書」

という。）を実施機関に提出してしなければならない。 

  利用停止請求をする者の氏名及び住所又は居所 

  利用停止請求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項 

  利用停止請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、利用停止請求をする者は、規則で定めるところにより、当該利用停

止請求に係る保有個人情報の本人であること（前条第２項の規定による利用停止請求にあっ

ては、当該利用停止請求に係る保有個人情報の本人に係る代理人であること）を示す書類を

提示し、又は提出しなければならない。 

３ 実施機関は、利用停止請求書に形式上の不備があると認めるときは、利用停止請求をした

者（以下「利用停止請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めるこ

とができる。 

（保有個人情報の利用停止義務） 

第３５条 実施機関は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に理由がある

と認めるときは、当該実施機関における個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な限

度で、当該利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしなければならない。ただし、当

該保有個人情報の利用停止をすることにより、当該保有個人情報の利用目的に係る事務又は

事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めら
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れるときは、この限りでない。 

（利用停止請求に対する措置） 

第３６条 実施機関は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をするときは、その旨の

決定（以下「利用停止決定」という。）をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面により

通知しなければならない。 

２ 実施機関は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしないときは、その旨の決定

（以下「利用不停止決定」という。）をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通

知しなければならない。 

（利用停止決定等の期限） 

第３７条 利用停止決定又は利用不停止決定（以下「利用停止決定等」という。）は、利用停

止請求があった日から３０日以内にしなければならない。ただし、第３４条第３項の規定に

より補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるとき

は、同項に規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合において、実

施機関は、利用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通

知しなければならない。 

３ 第１項に規定する期間（前項の規定により当該期間の延長がなされた場合にあっては、当

該延長後の期間）内に実施機関が利用停止決定等をしないときは、利用停止請求者は、利用

不停止決定があったものとみなすことができる。 

（利用停止決定等の期限の特例） 

第３８条 実施機関は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定に

かかわらず、相当の期間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合において、実施機関

は、同条第１項に規定する期間内に、利用停止請求者に対し、次に掲げる事項を書面により

通知しなければならない。 

  この条の規定を適用する旨及びその理由 

  利用停止決定等をする期限 

２ 前項第２号の期限までに、実施機関が利用停止決定等をしないときは、利用停止請求者

は、利用不停止決定があったものとみなすことができる。 

第４節 審査請求 

第３９条 削除 

（審査請求があった旨等の通知） 

第４０条 開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等（以下「開示等処分」という。）をし

た実施機関は、当該開示等処分について審査請求を受けた場合において行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号。以下「法」という。）第２４条の規定により当該審査請求を却下し

ないとき（当該実施機関が審査庁（法第９条第１項に規定する審査庁をいう。以下同じ。）

でないときは、当該開示等処分について法第２９条第１項本文の規定により審査請求書（法

第１９条第１項の規定により提出された審査請求書をいう。）又は審査請求録取書（法第２

１条第２項に規定する審査請求録取書をいう。）の写しの送付を受けたとき）は、次に掲げ

る者に対し、当該開示等処分について審査請求があった旨を通知しなければならない。 
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  開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が審査請求人又は参加人（法

第１３条第４項に規定する参加人をいう。以下同じ。）である場合を除く。） 

  当該審査請求に係る保有個人情報の開示について反対意見書を提出した第三者（当該第

三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

２ 前項の規定は、開示等処分をした実施機関が当該開示等処分に係る審査請求について審査

委員会に諮問した場合（当該実施機関が審査庁でないときは、当該審査請求について審査委

員会に諮問した旨の通知を受けた場合）について準用する。 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続） 

第４１条 第２２条第３項の規定は、開示等処分をした実施機関が当該開示等処分に係る審査

請求に対して次のいずれかに該当する裁決をするとき（当該実施機関が審査庁でないとき

は、当該裁決に係る法第５０条第１項に規定する裁決書の謄本の送付を受けたとき）につい

て準用する。この場合において、第２２条第３項中「開示決定の日」とあるのは「審査請求

に対する裁決をする日（当該実施機関が審査庁（行政不服審査法（平成２６年法律第６８

号）第９条第１項に規定する審査庁をいう。以下この項において同じ。）でないときは、当

該裁決に係る同法第５０条第１項に規定する裁決書の謄本（以下「裁決謄本」という。）の

送付を受けた日。以下「裁決日等」という。）」と、「開示決定後」とあるのは「裁決日等

以後」と、「開示決定をした旨及びその」とあるのは「裁決をした旨（当該実施機関が審査

庁でないときは、当該裁決謄本の送付を受けた旨）及び当該裁決の」と読み替えるものとす

る。 

  開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

  審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨の決定を

除く。）を変更し、当該審査請求に係る保有個人情報を開示する旨の裁決（第三者である

参加人が当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示している場合に限る。） 

第４章 事業者が取り扱う個人情報の保護 

（事業者の責務） 

第４２条 事業者は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の取扱いに当たっては、個

人の権利利益を侵害することのないよう適正な取扱いに努めなければならない。 

（事業者等への支援） 

第４３条 市長は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、本市の区域内の事業者及び市民

に対する支援に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（指導又は助言） 

第４４条 市長は、事業者に対し、個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な指導又は

助言を行うものとする。 

（苦情の相談の処理） 

第４５条 市長は、事業者が行う個人情報の取扱いに関する苦情の相談があったときは、適切

かつ迅速な処理に努めるものとする。 

（出資法人等の個人情報の保護） 

第４６条 本市が出資している法人（土地開発公社を除く。）又は本市が継続的に補助金その

他の財政的援助を行っている法人その他の団体で規則で定めるもの（以下「出資法人等」と
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いう。）は、この条例の趣旨にのっとり、個人情報の保護のために必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

２ 実施機関は、出資法人等に対し、前項に定める必要な措置を講ずるよう指導に努めるもの

とする。 

（国及び他の地方公共団体との協力） 

第４７条 市長は、事業者が行う個人情報の取扱いに関し個人の権利利益の保護を図るため必

要があると認めるときは、国若しくは他の地方公共団体に協力を求め、又はこれらの協力の

求めに応ずるものとする。 

第５章 雑則 

（費用負担） 

第４８条 開示請求、訂正請求及び利用停止請求に係る事務については、手数料を徴収しな

い。 

２ 第２３条第１項の規定により写しの交付を受ける者は、規則で定めるところにより、当該

写しの作成及び送付に要する費用を負担しなければならない。 

（整理が行われていない保有個人情報に係る特例） 

第４９条 保有個人情報のうち、まだ分類その他の整理が行われていないもので、同一の利用

目的に係るものが著しく大量にあるためその中から特定の保有個人情報を検索することが著

しく困難であるものは、第３章（第４節を除く。）の規定の適用については、実施機関に保

有されていないものとみなす。 

（開示請求等をしようとする者に対する情報の提供等） 

第５０条 実施機関は、開示請求、訂正請求又は利用停止請求（以下この項において「開示請

求等」という。）をしようとする者がそれぞれ容易かつ的確に開示請求等をすることができ

るよう、当該実施機関が保有する保有個人情報の特定に資する情報の提供その他開示請求等

をしようとする者の利便を考慮した適切な措置を講ずるものとする。 

（苦情処理） 

第５１条 実施機関は、実施機関における個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処

理に努めなければならない。 

（施行の状況の公表） 

第５２条 市長は、実施機関に対し、この条例の施行の状況について報告を求めることができ

る。 

２ 市長は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。 

（委任） 

第５３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、市長が規則

で定める。 

第６章 罰則 

（罰則） 

第５４条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は個人情報取扱事務従事者が、正当な理

由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第２条第５号アに係る個人情報ファイ

ル（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以下
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の懲役又は１，０００，０００円以下の罰金に処する。 

第５５条 前条に規定する者が、その事務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三

者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は５００，０

００円以下の罰金に処する。 

第５６条 実施機関の職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目的で

個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、１年以

下の懲役又は５００，０００円以下の罰金に処する。 

第５７条 偽りその他不正の手段により、開示決定に基づく保有個人情報の開示を受けた者

は、５０，０００円以下の過料に処する。 
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尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会条例（第３条関係） 

改正後 現 行 

（設置） 

第２条 略 

  行政不服審査法（平成２６年法律第６８

号。以下「不服審査法」という。）の規定

により不服審査法第８１条第１項に規定

する機関の権限に属させられた事項（次に

掲げる条例に基づく処分又はその不作為

についての審査請求に係るものに限る。）

を処理すること。 

イ 尼崎市議会個人情報の保護に関する

条例（令和５年尼崎市条例第  号。以

下「議会個人情報保護条例」という。） 

  個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号。以下「個人情報保護法」

という。）第１０５条第３項において読み

替えて準用する同条第１項及び不服審査

法の規定（個人情報保護法第１０６条第２

項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）により不服審査法第８１条第１

項に規定する機関の権限に属させられた

事項（個人情報保護法に基づく処分又はそ

の不作為についての審査請求に係るもの

に限る。）を処理すること。 

  尼崎市個人情報の保護に関する法律施

行条例（令和５年尼崎市条例第  号。以

下「個人情報保護法施行条例」という。）

の規定によりその権限に属させられた事

項を処理すること。 

  議会個人情報保護条例の規定によりそ

の権限に属させられた事項を処理するこ

と。 

  略 

２ 審査委員会は、前項各号に掲げる事務を行

うほか、情報公開制度又は個人情報保護制度

の適正かつ円滑な運営の推進に関する重要

な事項について調査審議し、情報公開条例第

２条第１号に規定する実施機関又は個人情

（設置） 

第２条 略 

  行政不服審査法（平成２６年法律第６８

号）の規定により同法第８１条第１項に規

定する機関の権限に属させられた事項（次

に掲げる条例に基づく処分又はその不作

為についての審査請求に係るものに限

る。）を処理すること。 

 

イ 尼崎市個人情報保護条例（平成１６年

尼崎市条例第４８号。以下「個人情報保

護条例」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  個人情報保護条例の規定によりその権

限に属させられた事項を処理すること。 

 

 

 

 

 

 

  略 

２ 審査委員会は、前項各号に掲げる事務を行

うほか、情報公開制度及び個人情報保護制度

の適正かつ円滑な運営の推進に関する重要

な事項について調査審議し、実施機関（情報

公開条例第２条第１号及び個人情報保護条

60



 

報保護法施行条例第２条第１項に規定する

実施機関若しくは尼崎市議会議長に意見を

述べることができる。 

例第２条第１号に規定する実施機関をいう。

以下同じ。）に意見を述べることができる。 
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尼崎市子どもの育ち支援条例（第４条関係） 

改正後 現 行 

 

第１８条 削除 

（要支援の子ども等に関する情報の活用） 

第１８条 市長及び尼崎市教育委員会は、第１

４条第１項本文の規定による支援その他の

要支援の子どもに対する支援を適切に実施

するため必要があると認めるときは、当該支

援の実施に必要な限度において、法令の規定

に従い、その保有する要支援の子ども又はそ

の保護者（以下「要支援の子ども等」という。）

の属する世帯の構成その他の要支援の子ど

も等に関する情報を、その保有に当たって特

定された利用の目的以外の目的のために自

ら利用し、又は相互に提供することができ

る。 
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尼崎市暴力団排除条例（第５条関係） 

改正後 現 行 

 

第１４条 削除 

（個人情報の取得等） 

第１４条 尼崎市個人情報保護条例（平成１６

年尼崎市条例第４８号）第２条第１号に規定

する実施機関（以下「実施機関」という。）

は、この条例に基づき暴力団の排除を図るた

めに必要な限度で、個人情報（同条第２号に

規定する個人情報をいう。以下同じ。）を取

得することができる。 

２ 実施機関は、この条例に基づき暴力団の排

除を図るために必要な限度で、取得した個人

情報を他の実施機関、警察本部長その他の関

係機関等に提供することができる。 
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尼崎市危険空家等対策に関する条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

（実態調査等） 

第６条 

３ 削除 

（実態調査等） 

第６条 

３ 市長は、固定資産税の課税その他の事務の

ために利用する目的で保有する情報で氏名

その他の法定外空家等の所有者等に関する

ものについては、この条例の施行のために必

要な限度において、その保有に当たって特定

された利用の目的以外の目的のために内部

で利用することができる。 
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尼崎市行政不服審査会条例（第７条関係） 

改正後 現 行 

（所掌事務） 

第２条 審査会は、別に定めるものを除くほ

か、法その他法令の規定により法第８１条第

１項に規定する機関の権限に属させられた

事項を処理する。 

（所掌事務） 

第２条 審査会は、法の規定により法第８１条

第１項に規定する機関の権限に属させられ

た事項（次の各号に掲げる条例の規定に基づ

く処分又はその不作為についての審査請求

に係るものを除く。）を処理する。 

  尼崎市情報公開条例（平成１６年尼崎市

条例第４７号） 

  尼崎市個人情報保護条例（平成１６年尼

崎市条例第４８号） 

  尼崎市公文書の管理等に関する条例（令

和４年尼崎市条例第３号） 
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尼崎市行政不服審査等関係事務手数料条例（第８条関係） 

改正後 現 行 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 略 

  法第９条第３項又は個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号。以

下「個人情報保護法」という。）第１０６

条第２項の規定により読み替えて適用す

る法第３８条第１項の規定による求めに

係る写し等の交付 

（手数料の減免） 

第５条 略 

   第２条第１項第６号に掲げる事務（次に

掲げる法律又は条例の規定に基づく処分

又はその不作為についての審査請求に係

るものに限る。） 尼崎市情報公開・個人

情報保護審査委員会 

ア 個人情報保護法 

イ 略 

ウ 尼崎市議会個人情報の保護に関する

条例（令和５年尼崎市条例第  号） 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 略 

  法第９条第３項の規定により読み替え

て適用する法第３８条第１項の規定によ

る求めに係る写し等の交付 

 

 

 

（手数料の減免） 

第５条 略 

  第２条第１項第６号に掲げる事務（次に

掲げる条例の規定に基づく処分又はその

不作為についての審査請求に係るものに

限る。） 尼崎市情報公開・個人情報保護

審査委員会 

 

ア 略 

イ 尼崎市個人情報保護条例（平成１６年

尼崎市条例第４８号） 
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尼崎市自治のまちづくり条例（第９条関係） 

改正後 現 行 

（情報の発信） 

第７条 

３ 市長等は、第１項の規定による情報の発信

を行おうとするときは、信頼される市政の実

現のため、個人に関する情報を適正に管理す

るとともに、当該情報を保護するために必要

な措置を講ずるものとする。 

（情報の発信） 

第７条 

３ 市長等は、第１項の規定による情報の発信

を行おうとするときは、信頼される市政の実

現のため、個人情報（尼崎市個人情報保護条

例（平成１６年尼崎市条例第４８号）第２条

第２号に規定する個人情報をいう。以下同

じ。）を適正に管理するとともに、個人情報

を保護するために必要な措置を講ずるもの 

とする。 
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尼崎市債権管理条例（第１０条関係） 

改正後 現 行 

（滞納発生後の調査等） 

第１３条 債権管理者は、市債権に滞納が発生

したときは、必要に応じ、法令又は市の条例

の定めるところにより、その滞納理由、滞納

者又はその保証人の財産又は収入の状況そ

の他必要な事項を調査しなければならない。 

 

 

２ 削除 

 

（滞納発生後の調査等） 

第１３条 債権管理者は、市債権に滞納が発生

したときは、必要に応じ、法令又は市の条例

の定めるところにより、その滞納理由、滞納

者又はその保証人（以下「滞納者等」という。）

の財産又は収入（以下「財産等」という。）

の状況その他必要な事項を調査しなければ

ならない。 

２ 債権管理者は、市債権の管理に関する事務

を効率的かつ効果的に遂行するため必要が

あると認めるときは、当該事務の遂行に必要

な限度において、法令の規定に従い、その保

有する滞納者等の財産等の状況その他の滞

納者等に関する情報を、その保有に当たって

特定された利用の目的以外の目的のために

自ら利用し、又は他の債権管理者に提供する

ことができる。 
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尼崎市公文書の管理等に関する条例（第１１条関係） 

改正後 現 行 

（保存期間が満了した簿冊等の取扱い） 

第８条 

３ 市長以外の実施機関は、前項の規定により

市長に移管する簿冊等について、第１６条第

１項第１号アからカまでに掲げる情報が記

録されているとして市長において利用の制

限を行うことが適切であると認める場合に

は、その旨の意見を付さなければならない。 

（保存等） 

第１３条 

３ 市長は、特定歴史的公文書に個人に関する

情報が記録されている場合には、当該情報の

漏えいの防止のために必要な措置を講じな

ければならない。 

 

 

（利用請求があった場合の措置） 

第１６条 略 

  当該利用請求に係る特定歴史的公文書

に次に掲げる情報が記録されている場合 

ウ 情報公開条例第７条第２号の２に掲

げる情報 

エ～カ 略  

   略 

２ 市長は、利用請求に係る特定歴史的公文書

に前項第１号アからカまでに掲げる情報が

記録されているか否かについて判断するに

当たっては、当該特定歴史的公文書が公文書

として作成され、又は取得されてからの時の

経過を考慮するとともに、第８条第３項の規

定により当該特定歴史的公文書に意見が付

されている場合には、当該意見を参酌しなけ

ればならない。 

３ 市長は、利用請求に係る特定歴史的公文書

に第１項第１号アからカまでに掲げる情報

が記録されている場合であっても、当該情報

が記録されている部分を容易に区分して除

（保存期間が満了した簿冊等の取扱い） 

第８条 

３ 市長以外の実施機関は、前項の規定により

市長に移管する簿冊等について、第１６条第

１項第１号アからオまでに掲げる情報が記

録されているとして市長において利用の制

限を行うことが適切であると認める場合に

は、その旨の意見を付さなければならない。 

（保存等） 

第１３条 

３ 市長は、特定歴史的公文書に個人情報（尼

崎市個人情報保護条例（平成１６年尼崎市条

例第４８号）第２条第２号に規定する個人情

報をいう。以下同じ。）が記録されている場

合には、当該個人情報の漏えいの防止のため

に必要な措置を講じなければならない。 

（利用請求があった場合の措置） 

第１６条 略 

  当該利用請求に係る特定歴史的公文書

に次に掲げる情報が記録されている場合 

 

 

ウ～オ 略 

   略 

２ 市長は、利用請求に係る特定歴史的公文書

に前項第１号アからオまでに掲げる情報が

記録されているか否かについて判断するに

当たっては、当該特定歴史的公文書が公文書

として作成され、又は取得されてからの時の

経過を考慮するとともに、第８条第３項の規

定により当該特定歴史的公文書に意見が付

されている場合には、当該意見を参酌しなけ

ればならない。 

３ 市長は、利用請求に係る特定歴史的公文書

に第１項第１号アからオまでに掲げる情報

が記録されている場合であっても、当該情報

が記録されている部分を容易に区分して除
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くことができるときは、利用請求者に対し、

当該部分を除いた特定歴史的公文書を利用

させなければならない。ただし、当該部分を

除いた特定歴史的公文書に有意の情報が記

録されていないと認められるときは、この限

りでない。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２１条 

３ 市長は、特定歴史的公文書であって、第８

条第３項の規定により市長以外の実施機関

から第１６条第１項第１号オに掲げる情報

が記録されているとして意見が付されたも

のについて利用決定をする場合には、あらか

じめ、当該実施機関に対し、意見書を提出す

る機会を与えなければならない。 

付 則 

（尼崎市土地開発公社に係る不開示情報の特

例） 

１１ 情報公開条例付則第７項の規定により

情報公開条例第７条第２号ウ及び第３号を

読み替えて適用する場合においては、第１６

条第１項第１号イ及びエ中「に掲げる」とあ

るのは、「（情報公開条例付則第７項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）に掲

げる」として、この条例の規定を適用する。 

くことができるときは、利用請求者に対し、

当該部分を除いた特定歴史的公文書を利用

させなければならない。ただし、当該部分を

除いた特定歴史的公文書に有意の情報が記

録されていないと認められるときは、この限

りでない。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２１条 

３ 市長は、特定歴史的公文書であって、第８

条第３項の規定により市長以外の実施機関

から第１６条第１項第１号エに掲げる情報

が記録されているとして意見が付されたも

のについて利用決定をする場合には、あらか

じめ、当該実施機関に対し、意見書を提出す

る機会を与えなければならない。 

付 則 

（尼崎市土地開発公社に係る不開示情報の特

例） 

１１ 情報公開条例付則第７項の規定により

情報公開条例第７条第２号ウ及び第３号を

読み替えて適用する場合においては、第１６

条第１項第１号イ及びウ中「に掲げる」とあ

るのは、「（情報公開条例付則第７項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）に掲

げる」として、この条例の規定を適用する。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２９号 所 管 公文書管理担当 

件 名 尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例について 

内       容 

１ 制定理由 

本市では、尼崎市個人情報保護条例（以下「現行条例」という。）を平成１７年４

月１日に施行し、現行条例に基づき個人情報保護制度を運営してきたところである。 

こうした中、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和

３年法律第３７号）の制定により、個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）

が改正され、令和５年度から、本市を含む全ての地方公共団体の個人情報保護制度は、

国の行政機関と同様の規律が適用され、あわせて、地方公共団体においては、法によ

る委任等により許容される事項に限り、条例で定めることができることとなる。 

このため、本市においても、現行の個人情報保護制度との整合を図りつつ、法の趣

旨の範囲内で必要な事項を定める条例を制定するもの。 

２ 主な制定内容 

  定義（第２条） 

条例の適用対象となる市の機関について、現行条例の適用対象の機関のうち、議

会、指定管理者、尼崎市土地開発公社を除く機関を実施機関として定める。 

  市の責務（第３条） 

市は、個人情報の適正な取扱いの厳格な実施を確保するための施策を策定し、こ

れを実施する責務を有する旨を規定する。 

  法による委任等により条例で定めることが許容される事項 

現行条例と同様の運用を行うため、主に次の事項を規定する。 

ア 実施機関が個人情報ファイルを保有等する場合の市長への届出義務（第５条） 

イ 開示決定等の期限（第６条） 

ウ 訂正請求等の対象（第８条） 

  開示請求に係る費用負担（第７条） 

  開示請求に係る事務手数料は徴収せず、写し等に係る実費は徴収する。 

  尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会への諮問（第１２条） 

実施機関は、法の趣旨の範囲内で、尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会に

諮問できる旨を規定する。 

  管理体制等（第１３条） 

市長は、個人情報に関する管理体制、研修その他の事項について必要な措置を講

ずる旨を規定する。 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３０号 所 管 給与課 

件 名 
尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

内       容 

１ 改正理由 

  ２０２５年日本国際博覧会の準備及び開催運営等を行い、同博覧会を成功させるこ

とをもって、国際連合の掲げる持続可能な開発目標達成に貢献するとともに、我が国

の産業及び文化の発展に寄与することを目的とする公益社団法人２０２５年日本国

際博覧会協会に、本市職員を派遣することができるようにするため、所要の整備を行

うもの。 

 

２ 改正内容 

  本市職員を派遣することができる団体に「公益社団法人２０２５年日本国際博覧会

協会」を加える。 

 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日 
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尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例 

改正後 現 行 

（職員の派遣） 

第２条 任命権者は、次の各号に掲げる団体と

の間の取決めに基づき、当該団体の業務にそ

の役職員として専ら従事させるため、職員

（次項各号に掲げる職員を除く。）を派遣す

ることができる。 

   公益社団法人２０２５年日本国際博覧

会協会 

  ～  略 

２ 法第２条第１項の条例で定める職員は、次

のとおりとする。 

３ 法第２条第３項の条例で定める事項は、次

のとおりとする。 

   第１項の規定による職員の派遣（以下

「職員派遣」という。）に係る職員（以下

「派遣職員」という。）のその派遣先団体

（職員派遣に係る団体をいう。以下同じ。）

における福利厚生に関する事項 

   派遣職員のその派遣先団体の業務への

従事の状況の連絡に関する事項 

 

（職員の派遣） 

第２条 任命権者は、次の各号に掲げる団体と

の間の取決めに基づき、当該団体の業務にそ

の役職員として専ら従事させるため、職員

（次項に定める職員を除く。）を派遣するこ

とができる。 

 

 

  ～  略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次の各号に掲げる職員とする。 

３ 法第２条第３項に規定する条例で定める

事項は、次に掲げる事項とする。 

   第１項の規定による職員の派遣（以下

「職員派遣」という。）を受ける団体（以

下「派遣先団体」という。）における福利

厚生に関する事項 

 

   職員派遣をされた職員（以下「派遣職員」

という。）の派遣先団体における業務の従

事の状況の連絡に関する事項 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３１号 所 管 国保年金管理担当 

件 名 尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

健康保険法施行令等の一部を改正する政令（令和５年政令第２３号）により、出産

育児一時金の支給額が変更されることに伴い、兵庫県国民健康保険運営方針において

も、県内市町の標準的な支給額を健康保険法施行令の改正に準じた金額に改める方針

が示されたことから、出産育児一時金の支給額を変更するため、所要の整備を行うも

の。 

また、国民健康保険の加入者がいる世帯の世帯主は、世帯員が雇用保険に加入して

いて非自発的な失業（倒産や解雇等）をした場合、特例対象被保険者等に該当したこ

とを市に届け出る必要があるが、雇用保険法施行規則等の一部を改正する省令（令和

４年厚生労働省令第１３０号）により、当該届出の際の添付書類について、雇用保険

受給資格者証の代替として雇用保険受給資格通知も有効であるとされたことを契機

に、今後、こうした添付書類の変更に弾力的な対応が可能となるよう、当該届出に関

する事項を規則規定に改めるもの。 

 

２ 改正内容 

  被保険者が出産した際に、その世帯の世帯主に支給する出産育児一時金の支給額

を４０８，０００円から４８８，０００円に改める。 

また、産科医療補償制度への掛金を加算した支給額については、４２０，０００

円から５００，０００円に改める。 

   特例対象被保険者等に該当した場合の届出について、必要な事項を条例規定から

規則規定に改める。 

 

３ 施行期日 

令和５年４月１日 

ただし、上記２ の改正については、公布の日 
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尼崎市国民健康保険条例 

改正後 現 行 

（出産育児一時金） 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保

険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児

一時金として、４８８，０００円（規則で定

める場合には、５００，０００円）を支給す

る。 

（特例対象被保険者等に係る届出） 

第１９条の５ 世帯主は、自ら又はその世帯に

属する被保険者若しくは特定同一世帯所属者

が特例対象被保険者等となったときは、規則

で定めるところにより、速やかに、その旨を

市長に届け出なければならない。 

 

（出産育児一時金） 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保

険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児

一時金として、４０８，０００円（規則で定

める場合には、４２０，０００円）を支給す

る。 

（特例対象被保険者等に係る届出） 

第１９条の５ 特例対象被保険者等の属する世

帯の世帯主は、次の各号に掲げる事項を記載

した届出書に当該特例対象被保険者等の雇用

保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）

第１７条の２第１項第１号に規定する受給資

格者証の写しを添えて市長に提出しなければ

ならない。 

  当該世帯主の氏名及び住所 

  当該特例対象被保険者等の氏名及び行政

手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法

律第２７号）第２条第５項に規定する個人

番号 

  当該特例対象被保険者等が離職した年月

日 

  当該特例対象被保険者等が離職した理由 

  その他市長が必要と認める事項 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３２号 所 管 歴史博物館 

件 名 尼崎市文化財保存活用基金条例について 

内       容 

１ 制定理由 

 文化財の保存及び活用（保存及び活用のための取得を含む。）に係る事業で市長が

別に定めるもの（以下「文化財保存活用事業」という。）の財源について、広く寄付

を募り確保することを目的として、文化財保存活用基金を設置するため、地方自治法

第２４１条の規定に基づき条例を制定するもの。 

 

２ 主な制定内容 

   設置（第１条） 

   文化財保存活用事業に要する経費の財源を確保するため、尼崎市文化財保存活用

基金を設置する。 

  積立額（第２条） 

基金として積み立てる額は、文化財保存活用事業に充てるための寄付金の額及び

毎年度一般会計歳入歳出予算で定める額とする。 

  管理（第３条） 

基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管するとともに、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる

こととする。 

  処分（第５条） 

基金は、文化財保存活用事業の目的を達成するため、市長が必要と認めるときに

限り、処分することができることとする。 

  

３ 施行期日 

  公布の日 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３３号 所 管 福祉医療課 

件 名 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

ファミリー世帯の定住・転入を促進するとともに、疾病等になった場合でも安心し

て暮らせ、保健の向上と福祉の増進に繋がるよう、乳幼児等医療費助成制度の拡充を

行うため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

１歳から就学前までの通院にかかる医療費について、保護者及び扶養義務者の市民

税所得割額２３万５千円以上の自己負担額が「１医療機関等あたり１日につき８００

円（１医療機関等あたり月２回を限度）」から「自己負担なし」となるよう助成額を

改める。 

 

３ 施行期日 

 令和５年７月１日 
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尼崎市福祉医療費の助成に関する条例 

改正後 現 行 

（助成額） 

第４条 略 

  幼児 被保険者等負担額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第１項第４号ア(イ)、第５号ア(イ)又は第６号

（同項第７号の規定によりその例によるこ

ととされる場合を含む。次項において同じ。）

に掲げる被保険者等負担額から控除する額

が被保険者等負担額を超えるときは、当該控

除する額は被保険者等負担額とする。 

 

４ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を同一

の保険医療機関等が行う場合における第１

項第４号ア(イ)、第５号ア(イ)及び第６号の規定

の適用については、これらの診療をそれぞれ

別の保険医療機関等が行ったものとみなす。 

（助成額） 

第４条 略 

  幼児 次に掲げる区分に応じ、当該ア又

はイに定める額 

ア 入院療養以外の対象医療である場合 

次に掲げる幼児の区分に応じ、当該(ア)又

は(イ)に定める額 

(ア) 幼児であって、その全ての保護者そ

の他幼児を扶養している者について実

施日の属する年度分の所得割の額を合

計した額が２３５，０００円未満であ

るもの 被保険者等負担額 

(イ)  (ア)に掲げる幼児以外の幼児 被保険

者等負担額から、同一の月に同一の保

険医療機関等について２回を限度とし

て、保険医療機関等ごとに１日につき

８００円を控除した額 

イ 入院療養である場合 被保険者等負

担額 

３ 第１項第３号ア(イ)、第４号ア(イ)、第５号ア

(イ)又は第６号（同項第７号の規定によりその

例によることとされる場合を含む。次項にお

いて同じ。）に掲げる被保険者等負担額から

控除する額が被保険者等負担額を超えると

きは、当該控除する額は被保険者等負担額と

する。 

４ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を同一

の保険医療機関等が行う場合における第１

項第３号ア(イ)、第４号ア(イ)、第５号ア(イ)及び

第６号の規定の適用については、これらの診

療をそれぞれ別の保険医療機関等が行った

ものとみなす。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

 

種 別 条例 番 号 議案第３４号 所 管 疾病対策課 

件 名 尼崎市公害病認定患者の救済に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

公害病認定患者の救済事業のうち、転地療養が必要と診断された患者が空気清浄地

にて療養を行う転地入院事業について、平成２２年度以降利用実績がないことに加

え、当該事業を受託する医療法人が令和５年度から契約を継続しないことを受け、当

該事業を廃止することから、それに係る規定を削除するもの。 

また、尼崎市公害病認定患者救済事業運営協議会（以下「運営協議会」という。）

に関する組織や任期等の規則で規定している各事項について、条例規定に改めるも

の。 

 

２ 主な改正内容 

   公害病認定患者の救済事業のうち、「転地入院施設の確保に関する事業」を削除

する。 

   規則規定としている運営協議会の組織、任期等の各事項について、条例規定に改

める。 

 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日 
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尼崎市公害病認定患者の救済に関する条例 

改正後 現 行 

（削る） 

（救済事業） 

第３条 略 

（削る） 

   略 

（基金の設置） 

第４条 公害病認定患者の救済事業に要す

る経費の財源を確保するため、尼崎市公

害病認定患者救済事業基金（以下「基金」

という。）を設置する。 

（基金の積立額等） 

第５条 基金として積み立てる額は、公害

病認定患者の救済事業に要する経費に充

てるための寄付金の額とする。 

２ 基金に属する現金は、金融機関への預

金その他最も確実かつ有利な方法により

保管しなければならない。 

３ 基金に属する現金は、必要に応じ、最

も確実かつ有利な有価証券に代えること

ができる。 

４ 基金から生ずる収益は、尼崎市特別会

計公害病認定患者救済事業費歳入歳出予

算に計上して、基金に編入するものとす

る。 

（基金の処分） 

第６条 基金は、第４条に規定する設置の

目的を達成するため、市長が必要がある

と認めるときに限り、処分することがで

きる。 

（基金の管理の細目） 

第７条 前２条に規定するもののほか、基

金の管理について必要な事項は、市長が

定める。 

 

第３条及び第４条 削除 

（救済事業） 

第５条 略 

  転地入院施設の確保に関する事業 

  略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６条及び第７条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

（公害病認定患者救済事業基金） 
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（協議会の設置） 

第８条 公害病認定患者の救済事業の運営

に関する重要な事項を調査審議させるた

め、市長の付属機関として、尼崎市公害

病認定患者救済事業運営協議会（以下「協

議会」という。）を置く。 

第８条 公害病認定患者の救済事業を実施

するため、尼崎市公害病認定患者救済事

業基金（以下「基金」という。）を設置す

る。 

２ 基金の額は、５００，０００，０００円

とする。 

３ 基金から生ずる収益は、公害病認定患

者の救済事業に充てるために支出し、そ

の金額は、毎年度予算で定める。 

４ 市長は、前項の目的に支出してなお余

剰金があるときその他必要があると認め

るときは、予算の定めるところにより基

金に積立てをすることができる。 

５ 前項の規定により積立てが行われたと

きは、基金の額は、積立て額相当額増加

するものとする。 

６ 基金は、第５条第１号に規定する健康

回復に関する事業及び同条第２号に規定

する保養に関する事業を実施するためそ

の他市長が特に必要があると認めるとき

に限り、処分をすることができる。 

７ 基金に属する現金は、金融機関への預

金その他最も確実かつ有利な方法により

保管しなければならない。 

８ 基金に属する現金は、必要に応じ、最

も確実かつ有利な有価証券に代えることが

できる。 

９ 前各項に定めるもののほか、基金の管

理について必要な事項は、市長が別に定

める。 

（公害病認定患者救済事業運営協議会） 

第９条 公害病認定患者の救済事業の円滑

な運営を図るため、尼崎市公害病認定患

者救済事業運営協議会（以下「協議会」と

いう。）を置く。 
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２ 削除 

３ 削除 

 

 

 

 

 

４ 削除 

 

 

（協議会の組織等） 

第９条 協議会は、委員１０人以内で組織

する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちか

ら市長が委嘱し、又は任命する。 

  学識経験者 

  公害病認定患者の代表者 

  産業界の代表者 

  市の関係職員 

３ 委員の任期は、１年を超えない範囲内

において市長が別に定める期間とする。

ただし、再任することを妨げない。 

４ 委員の辞任等により後任の委員を委嘱

し、又は任命する場合における当該後任

の委員の任期は、前任の委員の残任期間

とする。 

（協議会の会長及び副会長） 

第１０条 協議会に会長及び副会長を置

く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により

定める。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理

する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故

があるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

２ 協議会は、委員１０人以内で組織する。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから市長

が委嘱する。 

  学識経験者 

  公害病認定患者の代表者 

  産業界の代表者 

  本市関係職員 

４ 前各項に定めるもののほか、協議会の

組織及び運営について必要な事項は、規

則で定める。 
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（協議会の招集等） 

第１１条 協議会は、会長が招集し、会議

の議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しな

ければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半

数でこれを決し、可否同数のときは、会

長の決するところによる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、

委員以外の者を会議に出席させて意見を

聴き、又は必要な説明若しくは資料の提

出を求めることができる。 

（協議会の運営の細目） 

第１２条 第９条から前条までに規定する

もののほか、協議会の運営について必要

な事項は、会長が協議会に諮って定める。 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、

協議会の組織及び運営について必要な事

項は、市長が定める。 

付 則 

（招集の特例） 

３ 最初に招集される協議会は、第１１条

第１項の規定にかかわらず、市長が招集

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、

協議会の組織及び運営について必要な事

項は、規則で定める。 

付 則 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

 

種 別 条例 番 号 議案第３５号 所 管 生活衛生課 

件 名 尼崎市墓園の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

尼崎市墓園及び尼崎市立弥生ケ丘斎場の管理運営については、平成２１年度から指

定管理者制度を導入し、業務の安定性や継続性を確保するため、市の出資法人である

公益財団法人尼崎環境財団を非公募により指定管理者に選定している。 

こうした中で、近年においては全国的に民間事業者が参入する事例が増えており、

近隣他都市においても多くの導入実績が見受けられるようになったことを受けて、本

市においても令和６年度からの次期指定管理者の選定にあたっては、公募による選定

を行うことにより、これまでの業務の安定性等に加え、更なる業務の効率化を図るた

め、関係条例において所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

  尼崎市墓園の設置及び管理に関する条例の改正 

指定管理者を公募で選定するための規定を整備する。 

   尼崎市立弥生ケ丘斎場の設置及び管理に関する条例の改正 

指定管理者を公募で選定するための規定を整備する。 

  尼崎市指定管理者選定委員会条例の改正 

ア 対象施設の追加 

尼崎市指定管理者選定委員会が指定管理者の選定に関する事項を調査審議す

る対象施設に「尼崎市墓園」及び「尼崎市立弥生ケ丘斎場」を追加する。 

イ 選定委員会の設置単位 

尼崎市指定管理者選定委員会は、上記アの追加対象施設を一の対象施設とみな

して設置する。 

 

３ 施行期日 

令和５年４月１日 

ただし、上記２ の改正については、公布の日 
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尼崎市墓園の設置及び管理に関する条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

目次 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 墓地の管理（第５条―第２５条） 

第３章 雑則（第２６条―第３６条） 

（墓園の管理） 

第２８条 墓園の管理は、地方自治法(昭和２２

年法律第６７号)第２４４条の２第３項の規

定により、法人その他の団体（以下「法人等」

という。）であって市長が指定するもの（以下

「指定管理者」という。）に行わせることがで

きる。 

 

（指定管理者の指定の申請） 

第２９条 指定管理者の指定を受けようとする

法人等は、規則で定めるところにより、指定

管理者指定申請書に事業計画書その他規則で

定める書類を添えて市長に提出しなければな

らない。 

 

 

 

 

（指定管理者の選定） 

第３０条 市長は、前条の規定による申請があ

ったときは、その申請の内容を次の各号に掲

げる基準に照らして審査し、墓園の管理を行

わせるに最適な法人等を、指定管理者の指定

を受けるべきものとして選定するものとす

る。 

   市民の平等な利用が確保されること。 

   墓園の効用を最大限に発揮させるととも

に、その管理に係る経費の縮減が図られる

ものであること。 

   墓園の管理を安定して行う能力を有して

いること。 

   前各号に掲げるもののほか、墓園の設置

目次 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 墓地の管理（第５条―第２５条） 

第３章 雑則（第２６条―第３５条） 

（墓園の管理） 

第２８条 墓園の管理は、地方自治法(昭和２２

年法律第６７号)第２４４条の２第３項の規

定により、公益社団法人又は公益財団法人そ

の他これらに類する法人（以下「公益法人等」

という。）であって市長が指定するもの（以下

「指定管理者」という。）に行わせることがで

きる。 

（指定管理者の選定） 

第２９条 市長は、墓園の管理を安定的に行う

ことができると認める公益法人等を、指定管

理者の指定を受けるべきものとして選定する

ものとする。 

２ 市長は、前項の規定により選定する場合は、

指定管理者の指定を受けようとする公益法人

等をして指定管理者指定申請書及び事業計画

書その他規則で定める書類を提出させるもの

とする。 
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目的を達成するために十分な能力を有して

いること。 

 (指定管理者の指定等の公告) 

第３１条 市長は、前条の規定により選定した

法人等を指定管理者に指定したときは、その

旨を公告するものとする。地方自治法第２４

４条の２第１１項の規定により指定管理者の

指定を取り消し、又はその管理の業務の全部

若しくは一部の停止を命じたときも、同様と

する。 

第３２条～第３６条 略 

 

 

(指定管理者の指定等の公告) 

第３０条 市長は、前条第１項の規定により選

定した公益法人等を指定管理者に指定したと

きは、その旨を公告するものとする。地方自

治法第２４４条の２第１１項の規定により指

定管理者の指定を取り消し、又は管理の業務

の全部若しくは一部の停止を命じたときも、

同様とする。 

第３１条～第３５条 略 
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尼崎市立弥生ケ丘斎場の設置及び管理に関する条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

(斎場の管理) 

第６条 斎場の管理は、地方自治法(昭和２２年

法律第６７号)第２４４条の２第３項の規定

により、法人その他の団体（以下「法人等」

という。）であって市長が指定するもの（以下

「指定管理者」という。）に行わせることがで

きる。 

 

（指定管理者の指定の申請） 

第７条 指定管理者の指定を受けようとする法

人等は、規則で定めるところにより、指定管

理者指定申請書に事業計画書その他規則で定

める書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

 

 

 

 

（指定管理者の選定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があっ

たときは、その申請の内容を次の各号に掲げ

る基準に照らして審査し、斎場の管理を行わ

せるに最適な法人等を、指定管理者の指定を

受けるべきものとして選定するものとする。 

   市民の平等な利用が確保されること。 

   斎場の効用を最大限に発揮させるととも

に、その管理に係る経費の縮減が図られる

ものであること。 

   斎場の管理を安定して行う能力を有して

いること。 

   前各号に掲げるもののほか、斎場の設置

目的を達成するために十分な能力を有して

いること。 

(指定管理者の指定等の公告) 

第９条 市長は、前条の規定により選定した法

人等を指定管理者に指定したときは、その旨

(斎場の管理) 

第６条 斎場の管理は、地方自治法(昭和２２年

法律第６７号)第２４４条の２第３項の規定

により、公益社団法人又は公益財団法人その

他これらに類する法人（以下「公益法人等」

という。）であって市長が指定するもの（以下

「指定管理者」という。）に行わせることがで

きる。 

(指定管理者の選定) 

第７条 市長は、斎場の管理を安定的に行うこ

とができると認める公益法人等を、指定管理

者の指定を受けるべきものとして選定するも

のとする。 

２ 市長は、前項の規定により選定する場合は、

指定管理者の指定を受けようとする公益法人

等をして指定管理者指定申請書及び事業計画

書その他規則で定める書類を提出させるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(指定管理者の指定等の公告) 

第８条 市長は、前条第 1 項の規定により選定

した公益法人等を指定管理者に指定したとき
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を公告するものとする。地方自治法第２４４

条の２第１１項の規定により指定管理者の指

定を取り消し、又はその管理の業務の全部若

しくは一部の停止を命じたときも、同様とす

る。 

第１０条～第１２条 略 

は、その旨を公告するものとする。地方自治

法第２４４条の２第１１項の規定により指定

管理者の指定を取り消し、又は管理の業務の

全部若しくは一部の停止を命じたときも、同

様とする。 

第９条～第１１条 略 
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尼崎市指定管理者選定委員会条例（第３条関係） 

改正後 現 行 

別表第１ 

１７ 尼崎市墓園及び尼崎市立弥生ケ丘斎場

（以下「墓園等」という。） 

１８～３１ 略 

備考 第５項、第１０項から第１４項まで、第

１７項、第２１項、第２２項、第２４項から

第２６項まで、第２８項及び第２９項に掲げ

る施設は、これらの項ごとに一の指定管理者

対象施設とみなす。 

別表第２ 

８ 墓園等 

９～１９ 略 

備考 第３項から第５項まで、第８項、第１２

項及び第１４項から第１７項までに掲げる施

設は、これらの項ごとに一の施設とみなす。 

別表第１ 

 

 

１７～３０ 略 

備考 第５項、第１０項から第１４項まで、第

２０項、第２１項、第２３項、第２４項、第

２５項、第２７項及び第２８項に掲げる施設

は、これらの項ごとに一の指定管理者対象施

設とみなす。 

別表第２ 

 

８～１８ 略 

備考 第３項から第５項まで、第１１項、第１

３項、第１４項、第１５項及び第１６項に掲

げる施設は、これらの項ごとに一の施設とみ

なす。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３６号 所 管 健康支援推進担当 

件 名 尼崎市たばこ対策推進条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

民法の一部を改正する法律（平成３０年法律第５９号）の制定に伴い、令和４年４

月１日に民法上の成年年齢が２０歳から１８歳に引き下げられた一方で、２０歳未満

の者の喫煙の禁止に関する法律においては、喫煙に関する年齢制限は従来のまま２０

歳とされていることから、これらに関する規定について所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

前文及び第１０条中、「未成年者」を「２０歳未満の者」に改めるとともに、所要 

の文言整理を行う。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市たばこ対策推進条例 

改正後 現 行 

（前文） 

たばこは、広く親しまれてきた嗜好品である

とされていますが、喫煙とがん、循環器疾患、

呼吸器疾患等の発症との因果関係が科学的に明

らかにされるなど、数多くの喫煙による健康へ

の影響が指摘されています。また、受動喫煙が、

２０歳未満の者や妊婦をはじめとする喫煙者以

外の者の健康に影響を及ぼすことも懸念されて

います。 

さらに、たばこについては、健康への影響以

外にも、路上喫煙や歩きたばこにより他人にや

けどなどの被害を及ぼし、また、たばこの吸い

殻の散乱がまちの美観を損ねるなどの社会的な

問題も引き起こしています。 

このような状況の中で、市においては、禁煙

の支援や受動喫煙の防止に関する啓発ととも

に、歩きたばこの抑制やたばこの吸い殻の散乱

防止を目的とした取組を進めてきましたが、い

まだたばこが人や社会に及ぼす影響に対する理

解が十分に深まっているとはいえないため、こ

れらのたばこ対策をより一層推進していく必要

があります。 

ここに、私たちは、たばこに関する様々な課

題の解決に向けて、自治のまちづくりの基本理

念に基づき、市、市民、事業者等が、相互に協

力してたばこ対策に取り組み、その推進を図る

ことにより、健康的にかつ安全で快適に暮らし、

過ごすことができる地域社会の実現を目指し

て、この条例を制定します。 

（２０歳未満の者の喫煙の防止） 

第１０条 市民等及び事業者は、２０歳未満の

者に身近な者の喫煙が当該２０歳未満の者

の喫煙を誘発するおそれがあることを理解

するとともに、２０歳未満の者の喫煙の防

止に努めなければならない。 

（前文） 

たばこは、広く親しまれてきた嗜好品である

とされていますが、喫煙とがん、循環器疾患、

呼吸器疾患等の発症との因果関係が科学的に明

らかにされるなど、数多くの喫煙による健康へ

の影響が指摘されています。また、受動喫煙が、

未成年者や妊婦をはじめとする喫煙者以外の者

の健康に影響を及ぼすことも懸念されていま

す。 

さらに、たばこについては、健康への影響以

外にも、路上喫煙や歩きたばこにより他人にや

けどなどの被害を及ぼし、また、たばこの吸い

殻の散乱がまちの美観を損ねるなどの社会的な

問題も引き起こしています。 

このような状況の中で、市においては、禁煙

の支援や受動喫煙の防止に関する啓発ととも

に、歩きたばこの抑制やたばこの吸い殻の散乱

防止を目的とした取組を進めてきましたが、い

まだたばこが人や社会に及ぼす影響に対する理

解が十分に深まっているとはいえないため、こ

れらのたばこ対策をより一層推進していく必要

があります。 

ここに、私たちは、たばこに関する様々な課

題の解決に向けて、自治のまちづくりの基本理

念に基づき、市、市民、事業者等が、相互に協

力してたばこ対策に取り組み、その推進を図る

ことにより、健康的にかつ安全で快適に暮らし、

過ごすことができる地域社会の実現を目指し

て、この条例を制定します。 

（未成年者の喫煙の防止） 

第１０条 市民等及び事業者は、未成年者に身

近な成年者の喫煙が当該未成年者の喫煙を

誘発するおそれがある事を理解するととも

に、未成年者の喫煙の防止に努めなければ

ならない。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３７号 所 管 こども青少年課 

件 名 尼崎市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

尼崎市青少年健全育成基金の見直しによる基金活用事業の範囲拡大に伴い、新たな

基金活用事業の選定に関する事項を尼崎市青少年問題協議会の調査審議事項とする

ため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

   題名及び協議会名称 

   題名を「尼崎市青少年協議会条例」に改め、協議会名称も同様に改める。 

   調査審議事項 

   調査審議事項に「子ども・若者応援事業に関する事項」を追加する。 

   委員 

   委員に「市民（若者に限る。）の代表者」を追加する。 

 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日 
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尼崎市青少年問題協議会条例 

改正後 現 行 

（題名） 

尼崎市青少年協議会条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、尼崎市青少年協議会（以

下「協議会」という。）の設置、組織及び運営

について必要な事項を定めるものとする。 

 

（設置等） 

第２条 次項に規定する事項を処理させるた

め、市長の付属機関として、協議会を置く。 

２ 協議会は、地方青少年問題協議会法（昭和

２８年法律第８３号）第２条に規定する事務

をつかさどるほか、次に掲げる事項を調査審

議する。 

  尼崎市子ども・若者応援基金条例（令和 

  年尼崎市条例第  号）第１条に規定

する子ども・若者応援事業に関する事項 

  前号に掲げるもののほか、青少年の健全

な育成及び福祉の増進に関する重要な事項

で市長が必要と認めるもの 

（組織） 

第３条 協議会は、委員２５人以内で組織する。 

２ 協議会に、特別の事項を調査審議させるた

め必要があるときは、特別委員を置くことが

できる。 

（委嘱等） 

第４条 （削る） 

１ 略 

  市民（若者に限る。）の代表者 

  関係行政機関の職員 

  市の関係職員 

（削る） 

 

 

２ 略 

５ 削除 

（題名） 

尼崎市青少年問題協議会条例 

（設置） 

第１条 地方青少年問題協議会法（昭和２８年

法律第８３号）第１条の規定に基づき、市長

の附属機関として、尼崎市青少年問題協議会

（以下「協議会」という。）を置く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（組織） 

第２条 協議会は、委員２５人以内で組織する。 

２ 略 

 

  関係地方行政機関 

  本市関係職員 

３ 前項の委員のほか、特別の事項を調査審議

させるため必要があるときは、協議会に特別

委員を置くことができる。 

４ 略 

５ 特別委員は、第３項の特別の事項に関する
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（任期等） 

第５条 委員の任期は、２年を超えない範囲内

において市長が別に定める期間とする。 

３ 特別委員は、その者の委嘱に係る特別の事

項に関する調査審議が終了したときは、解嘱

され、又は解任されるものとする。 

第６条・第７条 略 

（会議） 

第８条 協議会は、委員（議事に関係のある特

別委員を含む。次項において同じ。）の半数以

上が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。 

（部会） 

第９条  

２ 部会は、会長が指名する委員（特別委員を

含む。以下同じ。）で組織する。 

４ 第６条第３項及び第４項並びに前２条の規

定は、部会について準用する。この場合にお

いて、前条第１項中「、委員」とあるのは「、

部会に属する委員」と、同条第２項中「委員」

とあるのは「部会に属する委員」と読み替え

るものとする。 

（意見の聴取等） 

第１０条 協議会及び部会は、必要があると認

めるときは、委員（部会にあっては、その属

する委員）以外の者を会議に出席させて意見

を聴き、又は必要な説明若しくは資料の提出

を求めることができる。 

（幹事） 

第１１条 

２ 幹事は、委員の属する関係行政機関の職員

及び市の職員のうちから市長が委嘱し、又は

任命する。 

第１２条 略 

付 則 

（招集の特例） 

調査審議が終了したときは、解嘱され、又は

解任されるものとする。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、

再任することを妨げない。 

 

 

 

第４条・第５条 略 

（会議） 

第６条 協議会は、委員（特別委員を含む。以

下同じ。）の半数以上が出席しなければ、会議

を開くことができない。 

 

（部会） 

第７条  

２ 部会は、会長が指名する委員で組織する。 

 

４ 第４条第３項及び第４項並びに前２条の規

定は、部会について準用する。この場合にお

いて、前条第１項中「委員（特別委員を含む。

以下同じ。）」とあるのは「部会に属する委員」

と、同条第２項中「委員」とあるのは「部会

に属する委員」と読み替えるものとする。 

（意見の聴取等） 

第８条 協議会及び部会は、必要があると認め

るときは、委員以外の者を会議に出席させて

意見を聴き、又は必要な説明若しくは資料の

提出を求めることができる。 

 

（幹事） 

第９条 

２ 幹事は、委員の属する関係地方行政機関の

職員及び本市職員のうちから市長が委嘱し、

又は任命する。 

第１０条 略 

付 則 

（招集の特例） 
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２ 最初に招集される協議会は、第７条の規定

にかかわらず、市長が招集する。 

２ 最初に招集される協議会は、第５条の規定

にかかわらず、市長が招集する。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３８号 所 管 こども青少年課、財政課 

件 名 尼崎市特別会計条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  尼崎市特別会計青少年健全育成事業費は、昭和５７年に設置し、青少年健全育成基

金の運用益等を財源として、青少年団体による地域活動の推奨及び青少年の指導体制

の充実を図ってきた。 

  今般、尼崎市青少年健全育成基金条例の全部を改正し、基金の活用範囲を広げるこ

とにあわせ、令和５年度以降は一般会計で経理を行うこととするため、当該特別会計

を廃止するもの。 

 

２ 改正内容 

 第６号「青少年健全育成事業 尼崎市特別会計青少年健全育成事業費」を削る。 

 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日 

  ただし、青少年健全育成事業に係る令和４年度の収入及び支出並びに同年度の決算

については、なお従前の例による。 
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尼崎市特別会計条例 

改正後 現 行 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０

９条第２項の規定により、次の各号に掲げる事業

の円滑な運営とその経理の適正を図るため、当該

各号に定める特別会計を設置する。 

  削除 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０

９条第２項の規定により、次の各号に掲げる事業

の円滑な運営とその経理の適正を図るため、当該

各号に定める特別会計を設置する。 

  青少年健全育成事業 尼崎市特別会計青少

年健全育成事業費 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３９号 所 管 こども青少年課 

件 名 尼崎市子ども・若者応援基金条例について 

内       容 

１ 改正理由 

尼崎市青少年健全育成基金について、現行の基金活用事業の範囲を「青少年団体に

よる地域活動」から「子ども・若者の健全な育成等を図るための事業」に拡大するた

め、尼崎市青少年健全育成基金条例の全部を改正するもの。 

 

２ 主な改正内容 

  題名及び基金名称 

題名を「尼崎市青少年健全育成基金条例」から「尼崎市子ども・若者応援基金条

例」に改め、基金名称を同様に改める。 

  設置目的 

設置目的を「本市における青少年団体による地域活動を推奨し、青少年の指導体

制を充実することにより、青少年の健全な育成を図るため」から「子ども・若者の

健全な育成及び福祉の増進を図るための事業で市長が別に定めるもの（子ども・若

者応援事業）に要する経費の財源を確保するため」に改める。 

 

３ 施行期日 

令和５年４月１日 
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尼崎市青少年健全育成基金条例 

改正後 現 行 

（題名） 

尼崎市子ども・若者応援基金条例 

（設置） 

第１条 子ども・若者（おおむね３０歳未満の

者をいう。）の健全な育成及び福祉の増進を図

るための事業で市長が別に定めるもの（以下

「子ども・若者応援事業」という。）に要する

経費の財源を確保するため、尼崎市子ども・

若者応援基金（以下「基金」という。）を設置

する。 

（積立額） 

第２条 基金として積み立てる額は、次のとお

りとする。 

  子ども・若者応援事業に要する経費に充

てるための寄付金の額 

  毎年度一般会計歳入歳出予算（以下「予

算」という。）で定める額 

（管理） 

第３条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（運用益金の処理） 

第４条 基金から生ずる収益は、予算に計上し

て、基金に編入するものとする。 

 

 

 

 

 

（題名） 

尼崎市青少年健全育成基金条例 

（設置） 

第１条 本市における青少年団体による地域活

動を推奨し、青少年の指導体制を充実するこ

とにより、青少年の健全な育成を図るため、

尼崎市青少年健全育成基金（以下「基金」と

いう。）を設置する。 

 

 

（基金の額） 

第２条 基金の額は、４５０，０００，０００

円とする。 

 

 

 

 

（基金の管理） 

第３条 略 

（基金から生じる収益の支出） 

第４条 基金から生じる収益は、尼崎市特別会

計青少年健全育成事業費歳入歳出予算に計上

して、第１条の目的を達成するために必要な

事業（以下「青少年健全育成事業」という。）

の実施に要する経費に充てる。 

２ 市長は、青少年健全育成事業の実施に当た

っては、尼崎市青少年問題協議会の意見を聴

かなければならない。 

（基金への編入） 

第５条 市長は、青少年健全育成事業に支出し

てなお剰余金があったとき、及び青少年健全

育成事業のための寄付金があったときは、こ

れらを基金に編入することができる。 

２ 前項の規定により基金への編入が行われた

ときは、基金の額は、編入額相当額増加する

ものとする。 
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（処分） 

第５条 基金は、第１条に規定する設置の目的

を達成するため、市長が必要があると認める

ときに限り、処分することができる。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行について必要な事項は、市長が定め

る。 

（処分） 

第６条 基金は、基金の設置目的を達成するた

め、必要があると認めるときに限り、処分す

ることができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行について必要な事項は、市長が別に

定める。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４０号 所 管 経済活性課 

件 名 尼崎市産業労働審議会条例について 

内       容 

１ 制定理由 

  本市の産業振興及び雇用就労支援については、尼崎市産業振興基本条例の３つの基

本理念（産業の振興、起業の促進、雇用就労の維持創出）に基づき施策に取り組んで

いる。 

また、本市では、産業振興に関する事項を調査審議する「尼崎市産業問題審議会」

と雇用就労支援等に関する事項を調査審議する「尼崎市労働問題審議会」を設置して

いる。 

こうした中で、今後は、ポストコロナ時代における新たな課題への対応を見据え、

産業振興や雇用就労支援等について、一体的に調査審議を行うため、地方自治法第１

３８条の４第３項の規定による付属機関として、尼崎市産業労働審議会を設置するた

めの条例を制定するもの。 

 

２ 主な制定内容等 

  設置（第１条） 

産業の振興等に関する重要な事項を調査審議させるため、市長の付属機関として

尼崎市産業労働審議会を置く。 

  組織（第２条） 

審議会は、委員１３人以内で組織する。また、特別の事項を調査審議させるため

必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 

  任期等（第４条） 

委員の任期は、２年を超えない範囲内において市長が別に定める期間とする。た

だし、再任することを妨げない。 

  部会（第８条） 

審議会は、必要に応じ、その所掌事項を分掌させるため、部会を置くことができ

る。 

   条例の廃止（付則第２項） 

   尼崎市労働問題審議会条例及び尼崎市産業問題審議会条例を廃止する。 

 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４１号 所 管 建築指導課 

件 名 尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法 

律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）の制定により、省エネルギー化

を図るための建築物の改修をする場合の建築物の高さ制限に係る特例許可制度等が

創設されることから、当該許可申請等に対する審査に係る手数料を新たに設定するた

め、所要の整備を行うもの。 

また、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令（令和 

４年経済産業省・国土交通省令第２号）の施行により、低炭素建築物新築等計画の認

定等における審査方法について、従来の性能基準による評価に加え、仕様で判断する

評価方法である「誘導仕様基準」が新設されたことから、当該誘導仕様基準を用いた

場合の審査に係る手数料を新たに設定するため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

  次に掲げる許可及び認定の申請に対する審査に係る手数料の規定を追加する。 

ア 高度地区における建築物の高さに関する特例の許可 

１件につき １６０，０００円 

イ 建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積に関する認定 

１件につき ２７，０００円 

  次に掲げる計画の認定について、誘導仕様基準に適合するかどうかを判定する場

合の審査に係る手数料の規定を追加する。 

ア 低炭素建築物新築等計画（共同住宅） 

  １件につき 住宅部分の床面積に応じて３８，０００円から９１５，０００円 

イ 建築物エネルギー消費性能向上計画（戸建住宅及び共同住宅） 

    １件につき 住宅部分の床面積に応じて２０，０００円から９４０，０００円 

 

３ 施行期日 

令和５年４月１日 

ただし、上記２ の改正については、公布の日の翌日 
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尼崎市建築物等関係事務手数料条例 

改正後 

別表第１ 

１９ 法第５２条第６項第３号の規定に基づく建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積に関

する特例の認定の申請に対する審査 １件につき２７，０００円 

２０～２３ 略 

２４ 法第５５条第３項又は第４項各号の規定に基づく屋外に面する建築物の部分に関する工事

を行う建築物等の高さに関する特例の許可の申請に対する審査 １件につき１６０，０００円 

２５・２６ 略 

２７ 法第５８条第２項の規定に基づく高度地区における建築物の高さに関する特例の許可の申

請に対する審査 １件につき１６０，０００円 

２８～４０ 略 

４１ 法第８６条第２項の規定に基づく一定の一団の土地の区域内の複数建築物に関する特例の

認定の申請に対する審査 次表に定める額 

区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（建築等（新築を除く。）を行

わない既存建築物を除く。次号において

同じ。）の数が１である場合 

78,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 78,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４２ 略 

４３ 法第８６条第４項の規定に基づく一定の一団の土地の区域内の複数建築物に関する特例の

許可の申請に対する審査 次表に定める額 

区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（建築等（新築を除く。）を行

わない既存建築物を除く。次号において

同じ。）の数が１である場合 

220,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 220,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４４ 法第８６条の２第１項の規定に基づく公告認定対象区域内における一敷地内認定建築物以

外の建築物の新築又は一敷地内認定建築物の増築等の認定の申請に対する審査 次表に定める

額 

区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（増築等を行わない一敷地内認

定建築物を除く。次号において同じ。）

の数が１である場合 

78,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 78,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４５ 法第８６条の２第２項の規定に基づく公告認定対象区域内における建築物の容積率又は各

部分の高さに関する特例の許可の申請に対する審査 次表に定める額 
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現 行 

別表第１ 

 

 

１９～２２ 略 

２３ 法第５５条第３項各号の規定に基づくその敷地の周囲に空地を有する建築物等の高さに関

する特例の許可の申請に対する審査 １件につき１６０，０００円 

２４・２５ 略 

 

 

２６～３８ 略 

３９ 法第８６条第２項の規定に基づく一定の一団の土地の区域内の複数建築物に関する特例の

認定の申請に対する審査 次表に定める額 

区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（既存建築物を除く。次号にお

いて同じ。）の数が１である場合 

 

78,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 78,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４０ 略 

４１ 法第８６条第４項の規定に基づく一定の一団の土地の区域内の複数建築物に関する特例の

許可の申請に対する審査 次表に定める額 

区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（既存建築物を除く。次号にお

いて同じ。）の数が１である場合 

 

220,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 220,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４２ 法第８６条の２第１項の規定に基づく公告認定対象区域内における一敷地内認定建築物以

外の建築物の建築の認定の申請に対する審査 次表に定める額 

 

区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（一敷地内認定建築物を除く。

次号において同じ。）の数が１である場

合 

78,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 78,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４３ 法第８６条の２第２項の規定に基づく公告認定対象区域内における一敷地内認定建築物以

外の建築物の容積率又は各部分の高さに関する特例の許可の申請に対する審査 次表に定める
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区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（増築等を行わない一敷地内認

定建築物を除く。次号において同じ。）

の数が１である場合 

220,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 220,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４６ 法第８６条の２第３項の規定に基づく公告許可対象区域内における一敷地内許可建築物以

外の建築物の新築又は一敷地内許可建築物の増築等の許可の申請に対する審査 次表に定める

額 

区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（増築等を行わない一敷地内許

可建築物を除く。次号において同じ。）

の数が１である場合 

220,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 220,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４７～５１ 略 

別表第８ 

１ 都市の低炭素化の促進に関する法律（以下この表において「法」という。）第５３条第１項

の規定に基づく低炭素建築物新築等計画（以下この表において「新築等計画」という。）の認

定の申請（以下この表において「認定申請」という。）、法第５５条第１項の規定に基づく新築

等計画の変更（以下この表において「計画変更」という。）の認定の申請（以下この表におい

て「変更認定申請」という。）又は都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（以下この表

において「省令」という。）第４６条の２の規定に基づく計画変更が軽微な変更（省令第４４

条第２号に掲げるものに限る。）に該当していることを証する書面（以下この表において「軽

微変更該当証明書」という。）の交付の請求（以下この表において「交付請求」という。）に対

する審査 次表に定める額 

区  分 

金  額 

（１件につき） 

Ａ 申請

書に規

則で定

める書

面が添

付され

ている

場合 

Ｂ Ａに

該当す

る場合

を除

き、申

請書に

設計住

宅性能

評価書

の写し

が添付

されて

いる場

合 

Ｃ Ａに

該当す

る場合

を除

き、誘

導仕様

基準に

適合す

るかど

うかを

判定す

る場合 

Ｄ Ａに

該当す

る場合

を除

き、簡

易判定

法によ

り判定

する場

合 

Ｅ Ａか

らＤま

でに掲

げる場

合以外

の場合 
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額 

区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（一敷地内認定建築物を除く。

次号において同じ。）の数が１である場

合 

220,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 220,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４４ 法第８６条の２第３項の規定に基づく公告許可対象区域内における一敷地内許可建築物以

外の建築物の建築の許可の申請に対する審査 次表に定める額 

 

区  分 
金  額 

（１件につき） 

  建築物（一敷地内許可建築物を除く。

次号において同じ。）の数が１である場

合 

220,000 円 

  建築物の数が２以上である場合 220,000 円に１を超える建築物の数に 28,000

円を乗じて得た額を加えて得た額 

４５～４９ 略 

別表第８ 

１ 都市の低炭素化の促進に関する法律（以下この表において「法」という。）第５３条第１項

の規定に基づく低炭素建築物新築等計画（以下この表において「新築等計画」という。）の認

定の申請（以下この表において「認定申請」という。）、法第５５条第１項の規定に基づく新築

等計画の変更（以下この表において「計画変更」という。）の認定の申請（以下この表におい

て「変更認定申請」という。）又は都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（以下この表

において「省令」という。）第４６条の２の規定に基づく計画変更が軽微な変更（省令第４４

条第２号に掲げるものに限る。）に該当していることを証する書面（以下この表において「軽

微変更該当証明書」という。）の交付の請求（以下この表において「交付請求」という。）に対

する審査 次表に定める額 

区  分 

金  額 

（１件につき） 

Ａ 申請

書に規

則で定

める書

面が添

付され

ている

場合 

Ｂ Ａに

該当す

る場合

を除

き、申

請書に

設計住

宅性能

評価書

の写し

が添付

されて

いる場

合 

Ｃ Ａに

該当す

る場合

を除

き、簡

易判定

法によ

り判定

する場

合 

Ｄ Ａか

らＣま

でに掲

げる場

合以外

の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

111



 

  申請の

あった新

築等計画

又は計画

変更の対

象が一戸

建て住宅

である場

合 

ア 一戸建て住宅（変更認定

申請にあっては、その計画

変更に係る部分に限る。イ

において同じ。）の全体の

床面積の合計が 200 平方メ

ートル未満のもの 

7,000 

円 

9,100 

円 
― ― 

40,000 

円 

イ 一戸建て住宅の全体の床

面積の合計が 200 平方メー

トル以上のもの 

7,500 

円 

9,600 

円 
― ― 

45,000 

円 

  申請の

あった新

築等計画

若しくは

計画変更

の対象又

は交付請

求のあっ

た軽微変

更該当証

明書に係

る計画変

更の対象

（以下こ

の項にお

いてこれ

らを「対

象計画

等」とい

う。）に

共同住宅

等部分が

含まれる

場合 

ア 共同住宅等部分（変更認

定申請及び交付請求にあっ

ては、その計画変更に係る

部分に限る。以下この号に

おいて同じ。）の全体の床

面積の合計が 300 平方メー

トル未満のもの 

12,000 

円 
― 

38,000 

円 
― 

77,000 

円 

イ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 300 平方メ

ートル以上 2,000 平方メー

トル未満のもの 

28,000 

円 
― 

66,000 

円 
― 

130,000 

円 

ウ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 2,000 平方

メートル以上 5,000 平方メ

ートル未満のもの 

67,000 

円 
― 

125,000 

円 
― 

228,000 

円 

エ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 5,000 平方

メートル以上 10,000 平方

メートル未満のもの 

104,000 

円 
― 

178,000 

円 
― 

318,000 

円 

オ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 10,000 平

方メートル以上 25,000 平

方メートル未満のもの 

168,000 

円 
― 

322,000 

円 
― 

617,000 

円 

カ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 25,000 平

方メートル以上 50,000 平

方メートル未満のもの 

238,000 

円 
― 

520,000 

円 
― 

1,065,000 

円 

キ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 50,000 平

方メートル以上のもの 

373,000 

円 
― 

915,000 

円 
― 

1,958,000 

円 

  対象計

画等に非

住宅部分

が含まれ

る場合 

ア 非住宅部分（変更認定申

請及び交付請求にあって

は、その計画変更に係る部

分に限る。以下この号にお

いて同じ。）の全体の床面

積の合計が 300平方メート

ル未満のもの 

12,000 

円 
― ― 

96,000 

円 

244,000 

円 

イ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 300平方メート

22,000 

円 
― ― 

124,000 

円 

307,000 

円 
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  申請の

あった新

築等計画

又は計画

変更の対

象が一戸

建て住宅

である場

合 

ア 一戸建て住宅（変更認定

申請にあっては、その計画

変更に係る部分に限る。イ

において同じ。）の全体の

床面積の合計が 200 平方メ

ートル未満のもの 

7,000 

円 

9,100 

円 
― 

40,000 

円 

イ 一戸建て住宅の全体の床

面積の合計が 200 平方メー

トル以上のもの 

7,500 

円 

9,600 

円 
― 

45,000 

円 

  申請の

あった新

築等計画

若しくは

計画変更

の対象又

は交付請

求のあっ

た軽微変

更該当証

明書に係

る計画変

更の対象

（以下こ

の項にお

いてこれ

らを「対

象計画

等」とい

う。）に

共同住宅

等部分が

含まれる

場合 

ア 共同住宅等部分（変更認

定申請及び交付請求にあっ

ては、その計画変更に係る

部分に限る。以下この号に

おいて同じ。）の全体の床

面積の合計が 300 平方メー

トル未満のもの 

12,000 

円 
― ― 

77,000 

円 

イ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 300 平方メ

ートル以上 2,000 平方メー

トル未満のもの 

28,000 

円 
― ― 

130,000 

円 

ウ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 2,000 平方

メートル以上 5,000 平方メ

ートル未満のもの 

67,000 

円 
― ― 

228,000 

円 

エ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 5,000 平方

メートル以上 10,000 平方

メートル未満のもの 

104,000 

円 
― ― 

318,000 

円 

オ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 10,000 平

方メートル以上 25,000 平

方メートル未満のもの 

168,000 

円 
― ― 

617,000 

円 

カ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 25,000 平

方メートル以上 50,000 平

方メートル未満のもの 

238,000 

円 
― ― 

1,065,000 

円 

キ 共同住宅等部分の全体の

床面積の合計が 50,000 平

方メートル以上のもの 

373,000 

円 
― ― 

1,958,000 

円 

  対象計

画等に非

住宅部分

が含まれ

る場合 

ア 非住宅部分（変更認定申

請及び交付請求にあって

は、その計画変更に係る部

分に限る。以下この号にお

いて同じ。）の全体の床面

積の合計が 300平方メート

ル未満のもの 

12,000 

円 
― 

96,000 

円 

244,000 

円 

イ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 300平方メート

22,000 

円 
― 

124,000 

円 

307,000 

円 
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ル以上 1,000 平方メートル

未満のもの 

ウ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 1,000 平方メー

トル以上 2,000 平方メート

ル未満のもの 

35,000 

円 
― ― 

163,000 

円 

397,000 

円 

エ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 2,000 平方メー

トル以上 5,000 平方メート

ル未満のもの 

104,000 

円 
― ― 

271,000 

円 

575,000 

円 

オ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 5,000 平方メー

トル以上 10,000 平方メー

トル未満のもの 

154,000 

円 
― ― 

347,000 

円 

703,000 

円 

カ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 10,000 平方メ

ートル以上 25,000 平方メ

ートル未満のもの 

201,000 

円 
― ― 

424,000 

円 

839,000 

円 

キ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 25,000 平方メ

ートル以上 50,000 平方メ

ートル未満のもの 

243,000 

円 
― ― 

492,000 

円 

953,000

円 

ク 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 50,000 平方メ

ートル以上のもの 

357,000 

円 
― ― 

656,000 

円 

1,209,000 

円 

摘要 略 

備考 

２ 「誘導仕様基準」とは、規則で定める基準をいう。 

３～６ 略 

別表第９ 

２ 法第３４条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画（以下この表において

「性能向上計画」という。）の認定の申請（この表において「認定申請」という。）、法第３６

条第１項の規定に基づく性能向上計画の変更（以下この表において「計画変更」という。）の

認定の申請（以下この表において「変更認定申請」という。）又は省令第２９条の規定に基づ

く計画変更が軽微な変更（省令第２６条第２号に掲げるものに限る。）に該当していることを

証する書面（以下この表において「軽微変更該当証明書」という。）の交付の請求（以下この

表において「交付請求」という。）に対する審査（次項に該当するものを除く。） 次表に定め

る額 

区  分 

金  額 

（１件につき） 

Ａ 申請

書に規

則で定

める書

面が添

Ｂ Ａに

該当す

る場合

を除き

、誘導

Ｃ Ａに

該当す

る場合

を除き

、モデ

Ｄ Ａか

らＣま

でに掲

げる場

合以外
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ル以上 1,000 平方メートル

未満のもの 

ウ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 1,000 平方メー

トル以上 2,000 平方メート

ル未満のもの 

35,000 

円 
― 

163,000 

円 

397,000 

円 

エ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 2,000 平方メー

トル以上 5,000 平方メート

ル未満のもの 

104,000 

円 
― 

271,000 

円 

575,000 

円 

オ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 5,000 平方メー

トル以上 10,000 平方メー

トル未満のもの 

154,000 

円 
― 

347,000 

円 

703,000 

円 

カ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 10,000 平方メ

ートル以上 25,000 平方メ

ートル未満のもの 

201,000 

円 
― 

424,000 

円 

839,000 

円 

キ 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 25,000 平方メ

ートル以上 50,000 平方メ

ートル未満のもの 

243,000 

円 
― 

492,000 

円 

953,000

円 

ク 非住宅部分の全体の床面

積の合計が 50,000 平方メ

ートル以上のもの 

357,000 

円 
― 

656,000 

円 

1,209,000 

円 

摘要 略 

備考 

 

２～５ 略 

別表第９ 

２ 法第３４条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画（以下この表において

「性能向上計画」という。）の認定の申請（この表において「認定申請」という。）、法第３６

条第１項の規定に基づく性能向上計画の変更（以下この表において「計画変更」という。）の

認定の申請（以下この表において「変更認定申請」という。）又は省令第２９条の規定に基づ

く計画変更が軽微な変更（省令第２６条第２号に掲げるものに限る。）に該当していることを

証する書面（以下この表において「軽微変更該当証明書」という。）の交付の請求（以下この

表において「交付請求」という。）に対する審査（次項に該当するものを除く。） 次表に定め

る額 

区  分 

金  額 

（１件につき） 

Ａ 申請

書に規

則で定

める書

面が添

Ｂ Ａに

該当す

る場合

を除き

、モデ

Ｃ Ａ又

はＢに

掲げる

場合以

外の場
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付され

ている

場合 

仕様基

準に適

合する

かどう

かを判

定する

場合 

ル建物

法誘導

基準に

適合す

るかど

うかを

判定す

る場合 

の場合 

  申請のあっ

た性能向上計

画（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更後の性能

向上計画）に

係る申請建築

物（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更に係るも

のに限る。）が

一戸建ての住

宅である場合 

ア 一戸建ての住宅（変更認定申

請にあっては、その計画変更に

係る部分に限る。イにおいて同

じ。）の全体の床面積の合計が 20

0 平方メートル未満のもの 

6,900 

円 

20,000 

円 
― 

37,000 

円 

イ 一戸建ての住宅の全体の床面

積の合計が 200 平方メートル以

上のもの 

7,400 

円 

22,000 

円 
― 

42,000 

円 

  申請のあっ

た性能向上計

画（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更後の性能

向上計画）に

係る申請建築

物（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更に係るも

のに限る。）又

は交付請求の

あった軽微変

更該当証明書

に係る計画変

更の対象（以

下この項にお

いてこれらを

「対象建築物

等」という。）

に共同住宅等

部分が含まれ

る場合 

ア 共同住宅等部分（変更認定申

請及び交付請求にあっては、そ

の計画変更に係る部分に限る。

以下この号において同じ。）の全

体の床面積の合計が 300 平方メ

ートル未満のもの 

12,000 

円 

37,000 

円 
― 

74,000 

円 

イ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 300 平方メートル以

上 2,000 平方メートル未満のも

の 

28,000 

円 

66,000 

円 
― 

126,000 

円 

ウ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 2,000 平方メートル

以上 5,000 平方メートル未満の

もの 

66,000 

円 

126,000 

円 
― 

222,000 

円 

エ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 5,000 平方メートル

以上 10,000 平方メートル未満の

もの 

103,000 

円 

181,000 

円 
― 

310,000 

円 

オ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 10,000 平方メートル

以上 25,000 平方メートル未満の

もの 

165,000 

円 

328,000 

円 
― 

604,000 

円 

カ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 25,000 平方メートル

以上 50,000 平方メートル未満の

もの 

234,000 

円 

533,000 

円 
― 

1,045,000

円 
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付され

ている

場合 

ル建物

法誘導

基準に

適合す

るかど

うかを

判定す

る場合 

合 

  申請のあっ

た性能向上計

画（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更後の性能

向上計画）に

係る申請建築

物（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更に係るも

のに限る。）が

一戸建ての住

宅である場合 

ア 一戸建ての住宅（変更認定申

請にあっては、その計画変更に

係る部分に限る。イにおいて同

じ。）の全体の床面積の合計が 20

0 平方メートル未満のもの 

6,900 

円 
― 

37,000 

円 

イ 一戸建ての住宅の全体の床面

積の合計が 200 平方メートル以

上のもの 

7,400 

円 
― 

42,000 

円 

  申請のあっ

た性能向上計

画（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更後の性能

向上計画）に

係る申請建築

物（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更に係るも

のに限る。）又

は交付請求の

あった軽微変

更該当証明書

に係る計画変

更の対象（以

下この項にお

いてこれらを

「対象建築物

等」という。）

に共同住宅等

部分が含まれ

る場合 

ア 共同住宅等部分（変更認定申

請及び交付請求にあっては、そ

の計画変更に係る部分に限る。

以下この号において同じ。）の全

体の床面積の合計が 300 平方メ

ートル未満のもの 

12,000 

円 
― 

74,000 

円 

イ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 300 平方メートル以

上 2,000 平方メートル未満のも

の 

28,000 

円 
― 

126,000 

円 

ウ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 2,000 平方メートル

以上 5,000 平方メートル未満の

もの 

66,000 

円 
― 

222,000 

円 

エ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 5,000 平方メートル

以上 10,000 平方メートル未満の

もの 

103,000 

円 
― 

310,000 

円 

オ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 10,000 平方メートル

以上 25,000 平方メートル未満の

もの 

165,000 

円 
― 

604,000 

円 

カ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 25,000 平方メートル

以上 50,000 平方メートル未満の

もの 

234,000 

円 
― 

1,045,000 

円 
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キ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 50,000 平方メートル

以上のもの 

368,000 

円 

940,000 

円 
― 

1,923,000 

円 

  対象建築物

等に非住宅部

分が含まれる

場合 

ア 非住宅部分（変更認定申請及

び交付請求にあっては、その計

画変更に係る部分に限る。以下

この号において同じ。）の全体の

床面積の合計が 300 平方メート

ル未満のもの 

12,000 

円 
－ 

93,000 

円 

238,000 

円 

イ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 300 平方メートル以上 1,0

00 平方メートル未満のもの 

22,000 

円 
－ 

119,000 

円 

300,000 

円 

ウ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 1,000 平方メートル以上 2

,000 平方メートル未満のもの 

35,000 

円 
－ 

158,000 

円 

388,000 

円 

エ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 2,000 平方メートル以上 5

,000 平方メートル未満のもの 

103,000 

円 
－ 

264,000 

円 

563,000 

円 

オ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 5,000 平方メートル以上 1

0,000 平方メートル未満のもの 

151,000 

円 
－ 

339,000 

円 

689,000 

円 

カ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 10,000 平方メートル以上

25,000 平方メートル未満のもの 

198,000 

円 
－ 

415,000 

円 

823,000 

円 

キ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 25,000 平方メートル以上

50,000 平方メートル未満のもの 

239,000 

円 
－ 

482,000 

円 

935,000 

円 

ク 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 50,000 平方メートル以上

のもの 

352,000 

円 
－ 

644,000 

円 

1,187,000

円 

摘要 略 

備考  

１ 「誘導仕様基準」とは、別表第８第１項の表備考２に規定する誘導仕様基準をいう。 

２～３ 略 

３ 認定申請（その性能向上計画に法第３４条第３項各号に掲げる事項（以下この表において

「他の建築物の位置等」という。）が記載されている場合に限る。）又は変更認定申請（その計

画変更後の性能向上計画に他の建築物の位置等が記載されている場合に限る。以下この表にお

いて同じ。）に対する審査 前項の表に定める額に、申請のあった性能向上計画（変更認定申

請にあっては、その計画変更後の性能向上計画）に記載されている他の建築物（同条第３項に

規定する他の建築物をいう。以下この表において同じ。）ごとに次表に定める額を加えて得た

額 

区  分 

金  額 

（１件につき） 

Ａ 申請書

に規則で

Ｂ Ａに該

当する場

Ｃ Ａに該

当する場

Ｄ Ａから

Ｃまでに
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キ 共同住宅等部分の全体の床面

積の合計が 50,000 平方メートル

以上のもの 

368,000 

円 
― 

1,923,000 

円 

  対象建築物

等に非住宅部

分が含まれる

場合 

ア 非住宅部分（変更認定申請及

び交付請求にあっては、その計

画変更に係る部分に限る。以下

この号において同じ。）の全体の

床面積の合計が 300 平方メート

ル未満のもの 

12,000 

円 

93,000 

円 

238,000 

円 

イ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 300 平方メートル以上 1,0

00 平方メートル未満のもの 

22,000 

円 

119,000 

円 

300,000 

円 

ウ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 1,000 平方メートル以上 2

,000 平方メートル未満のもの 

35,000 

円 

158,000 

円 

388,000 

円 

エ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 2,000 平方メートル以上 5

,000 平方メートル未満のもの 

103,000 

円 

264,000 

円 

563,000 

円 

オ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 5,000 平方メートル以上 1

0,000 平方メートル未満のもの 

151,000 

円 

339,000 

円 

689,000 

円 

カ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 10,000 平方メートル以上

25,000 平方メートル未満のもの 

198,000 

円 

415,000 

円 

823,000 

円 

キ 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 25,000 平方メートル以上

50,000 平方メートル未満のもの 

239,000 

円 

482,000 

円 

935,000 

円 

ク 非住宅部分の全体の床面積の

合計が 50,000 平方メートル以上

のもの 

352,000 

円 

644,000 

円 

1,187,000 

円 

摘要 略 

備考 

 

１～２ 略 

３ 認定申請（その性能向上計画に法第３４条第３項各号に掲げる事項（以下この表において

「他の建築物の位置等」という。）が記載されている場合に限る。）又は変更認定申請（その計

画変更後の性能向上計画に他の建築物の位置等が記載されている場合に限る。以下この表にお

いて同じ。）に対する審査 前項の表に定める額に、申請のあった性能向上計画（変更認定申

請にあっては、その計画変更後の性能向上計画）に記載されている他の建築物（同条第３項に

規定する他の建築物をいう。以下この表において同じ。）ごとに次表に定める額を加えて得た

額 

区  分 

金  額 

（１件につき） 

Ａ 申請書

に規則で

Ｂ Ａに該

当する場

Ｃ Ａ又は

Ｂに掲げ
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定める書

面が添付

されてい

る場合 

合を除き

、誘導仕

様基準に

適合する

かどうか

を判定す

る場合 

合を除き

、モデル

建物法誘

導基準に

適合する

かどうか

を判定す

る場合 

掲げる場

合以外の

場合 

  申請のあっ

た性能向上計

画（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更後の性能

向上計画）に

記載されてい

る他の建築物

（変更認定申

請にあっては

、その計画変

更に係るもの

に限る。以下

この項におい

て「対象他の

建築物」とい

う。）が一戸建

ての住宅であ

る場合 

ア 一戸建ての住宅（変更

認定申請にあっては、そ

の計画変更に係る部分に

限る。イにおいて同じ。

）の全体の床面積の合計

が 200 平方メートル未満

のもの 

6,900 

円 

20,000 

円 
― 

37,000 

円 

イ 一戸建ての住宅の全体

の床面積の合計が 200 平

方メートル以上のもの 

7,400 

円 

22,000 

円 
― 

42,000 

円 

  対象他の建

築物に共同住

宅等部分が含

まれる場合 

ア 共同住宅等部分（変更

認定申請にあっては、そ

の計画変更に係る部分に

限る。以下この号におい

て同じ。）の全体の床面

積の合計が 300平方メー

トル未満のもの 

12,000 

円 

37,000 

円 
― 

74,000 

円 

イ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 300 平

方メートル以上 2,000 平

方メートル未満のもの 

28,000 

円 

66,000 

円 
― 

126,000 

円 

ウ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 2,000

平方メートル以上 5,000

平方メートル未満のもの 

66,000 

円 

126,000 

円 
― 

222,000 

円 

エ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 5,000

平方メートル以上 10,00

0 平方メートル未満のも

の 

103,000 

円 

181,000 

円 
― 

310,000 

円 

オ 共同住宅等部分の全体 165,000 328,000 ― 604,000 
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定める書

面が添付

されてい

る場合 

合を除き

、モデル

建物法誘

導基準に

適合する

かどうか

を判定す

る場合 

る場合以

外の場合 

  申請のあっ

た性能向上計

画（変更認定

申請にあって

は、その計画

変更後の性能

向上計画）に

記載されてい

る他の建築物

（変更認定申

請にあっては

、その計画変

更に係るもの

に限る。以下

この項におい

て「対象他の

建築物」とい

う。）が一戸建

ての住宅であ

る場合 

ア 一戸建ての住宅（変更

認定申請にあっては、そ

の計画変更に係る部分に

限る。イにおいて同じ。

）の全体の床面積の合計

が 200 平方メートル未満

のもの 

6,900 

円 
― 

37,000 

円 

イ 一戸建ての住宅の全体

の床面積の合計が 200 平

方メートル以上のもの 

7,400 

円 
― 

42,000 

円 

  対象他の建

築物に共同住

宅等部分が含

まれる場合 

ア 共同住宅等部分（変更

認定申請にあっては、そ

の計画変更に係る部分に

限る。以下この号におい

て同じ。）の全体の床面

積の合計が 300平方メー

トル未満のもの 

12,000 

円 
― 

74,000 

円 

イ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 300 平

方メートル以上 2,000 平

方メートル未満のもの 

28,000 

円 
― 

126,000 

円 

ウ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 2,000

平方メートル以上 5,000

平方メートル未満のもの 

66,000 

円 
― 

222,000 

円 

エ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 5,000

平方メートル以上 10,00

0 平方メートル未満のも

の 

103,000 

円 
― 

310,000 

円 

オ 共同住宅等部分の全体 165,000 ― 604,000 
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の床面積の合計が 10,00

0 平方メートル以上 25,0

00 平方メートル未満の

もの 

円 円 円 

カ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 25,00

0 平方メートル以上 50,0

00 平方メートル未満の

もの 

234,000 

円 

533,000 

円 
― 

1,045,000 

円 

キ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 50,00

0 平方メートル以上のも

の 

368,000 

円 

940,000 

円 
― 

1,923,000 

円 

  対象他の建

築物に非住宅

部分が含まれ

る場合 

ア 非住宅部分（変更認定

申請にあっては、その計

画変更に係る部分に限る

。以下この号において同

じ。）の全体の床面積の

合計が 300 平方メートル

未満のもの 

12,000 

円 
― 

93,000 

円 

238,000 

円 

イ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 300 平方メ

ートル以上 1,000 平方メ

ートル未満のもの 

22,000 

円 
― 

119,000 

円 

300,000 

円 

ウ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 1,000 平方

メートル以上 2,000 平方

メートル未満のもの 

35,000 

円 
― 

158,000 

円 

388,000 

円 

エ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 2,000 平方

メートル以上 5,000 平方

メートル未満のもの 

103,000 

円 
― 

264,000 

円 

563,000 

円 

オ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 5,000 平方

メートル以上 10,000 平

方メートル未満のもの 

151,000 

円 
― 

339,000 

円 

689,000 

円 

カ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 10,000 平

方メートル以上 25,000

平方メートル未満のもの 

198,000 

円 
― 

415,000 

円 

823,000 

円 

キ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 25,000 平

方メートル以上 50,000

平方メートル未満のもの 

239,000 

円 
― 

482,000 

円 

935,000 

円 

ク 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 50,000 平

方メートル以上のもの 

352,000 

円 
― 

644,000 

円 

1,187,000 

円 

摘要 略 
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の床面積の合計が 10,00

0 平方メートル以上 25,0

00 平方メートル未満の

もの 

円 円 

カ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 25,00

0 平方メートル以上 50,0

00 平方メートル未満の

もの 

234,000 

円 
― 

1,045,000 

円 

キ 共同住宅等部分の全体

の床面積の合計が 50,00

0 平方メートル以上のも

の 

368,000 

円 
― 

1,923,000 

円 

  対象他の建

築物に非住宅

部分が含まれ

る場合 

ア 非住宅部分（変更認定

申請にあっては、その計

画変更に係る部分に限る

。以下この号において同

じ。）の全体の床面積の

合計が 300 平方メートル

未満のもの 

12,000 

円 

93,000 

円 

238,000 

円 

イ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 300 平方メ

ートル以上 1,000 平方メ

ートル未満のもの 

22,000 

円 

119,000 

円 

300,000 

円 

ウ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 1,000 平方

メートル以上 2,000 平方

メートル未満のもの 

35,000 

円 

158,000 

円 

388,000 

円 

エ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 2,000 平方

メートル以上 5,000 平方

メートル未満のもの 

103,000 

円 

264,000 

円 

563,000 

円 

オ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 5,000 平方

メートル以上 10,000 平

方メートル未満のもの 

151,000 

円 

339,000 

円 

689,000 

円 

カ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 10,000 平

方メートル以上 25,000

平方メートル未満のもの 

198,000 

円 

415,000 

円 

823,000 

円 

キ 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 25,000 平

方メートル以上 50,000

平方メートル未満のもの 

239,000 

円 

482,000 

円 

935,000 

円 

ク 非住宅部分の全体の床

面積の合計が 50,000 平

方メートル以上のもの 

352,000 

円 

644,000 

円 

1,187,000 

円 

摘要 略 

123



 

備考  

１ 「誘導仕様基準」とは、別表第８第１項の表備考２に規定する誘導仕様基準をいう。 

２～３ 略 

５ 略 

 備考 略 

３ 「共同住宅等部分」とは、第２項の表備考３に規定する共同住宅等部分をいう。 
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備考  

 

１～２ 略 

５ 略 

 備考 略 

３ 「共同住宅等部分」とは、第２項の表備考２に規定する共同住宅等部分をいう。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４２号 所 管 住宅管理担当 

件 名 
尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例及び尼崎市営住宅の設

置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  本市の特定公共賃貸住宅及び市営住宅の入居者資格は、「同居親族がある者である

こと」をその要件の１つとしている。 

こうした中で、近年の家族の多様化を踏まえ、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関

する法律施行規則の一部を改正する省令（令和４年国土交通省令第１４号）が施行さ

れたことに伴い、特定優良賃貸住宅における同居親族の定義に、児童福祉法の規定に

よる里親に委託されている児童が追加されるとともに、パートナーシップ制度の同性

パートナー等を想定し、親族に準ずる者として地方公共団体の長が定めるものが追加

できることとされた。 

  本市の特定公共賃貸住宅及び市営住宅についてもこれを踏まえた取扱いを行うた

め、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

  特定公共賃貸住宅及び市営住宅の同居親族の定義に次の者を加える。 

ア 児童福祉法の規定による里親に委託されている児童 

イ 尼崎市パートナーシップ宣誓制度に基づき交付されたパートナーシップ宣誓書

受領書を保有している者 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（用語の定義） 

第２条 略 

  所得 特定優良賃貸住宅の供給の促進に 

関する法律施行規則（平成５年建設省令第

１６号。以下「省令」という。）第１条第４

号に規定する所得をいう。 

  親族等 親族（婚姻の届出をしていない 

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者そ

の他婚姻の予約者を含む。）、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第２７条第１項

第３号の規定により同法第６条の４に規定

する里親に委託されている児童又は尼崎市

パートナーシップ宣誓制度に基づき交付さ

れたパートナーシップ宣誓書受領書を保有

している者をいう。 

（入居者の資格） 

第４条 略 

  自ら居住するため住宅を必要とする者で

当該者と現に同居し、又は同居しようとす

る当該者に係る親族等があるものであるこ

と。 

 

 

  その者及びその者と現に同居し、又は同 

居しようとするその者に係る親族等が暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号）第２条第６号

に規定する暴力団員でないこと。 

（入居者の選考の特例） 

第７条 略 

  入居申込者と現に同居し、又は同居しよ

うとする当該入居申込者に係る親族等（配

偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の

予約者を含む。）を除く。）のうちに１８歳

未満の児童が３人以上ある者 

（用語の定義） 

第２条 略 

  所得 特定優良賃貸住宅の供給の促進に 

関する法律施行規則（平成５年建設省令第

１６号。以下「省令」という。）第１条第３

号に規定する所得をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（入居者の資格） 

第４条 略 

  自ら居住するため住宅を必要とする者の 

うち、現に同居し、又は同居しようとする

親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者その他婚姻の予約

者を含む。以下「同居親族」という。）があ

る者であること。 

  その者又は同居親族が暴力団員による不 

当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第６号に規定する暴

力団員でないこと。 

  

（入居者の選考の特例） 

第７条 略 

  同居親族に１８歳未満の児童が３人以上

ある者 
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  入居申込者及び当該入居申込者と現に同

居し、又は同居しようとする当該入居申込

者に係る親族等（次号において「入居申込

者等」という。）のうちに６０歳以上の者が

ある者 

  入居申込者等のうちに心身障害者で規則

で定めるものがある者 

  婚姻の届出をして１年以内の者（婚姻の

届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にあり、その期間が１年以内の者を

含む。）又は婚姻の予約者で、その相手方と

同居しようとするもの 

  同居親族（入居者を含む。次号において

同じ。）に６０歳以上の者がある者 

 

 

 

  同居親族に心身障害者で規則で定めるも

のがある者 

  婚姻の届出をして１年以内の者（婚姻の

届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にあり、その期間が１年以内の者を含

む。）又は婚姻の予約者で、その相手方と

同居しようとするもの 
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尼崎市営住宅の設置及び管理に関する条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

（定義） 

第２条 略 

   親族等 親族（婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者そ

の他婚姻の予約者を含む。）、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第２７条第１項

第３号の規定により同法第６条の４に規定

する里親に委託されている児童又は尼崎市

パートナーシップ宣誓制度に基づき交付さ

れたパートナーシップ宣誓書受領書を保有

している者をいう。 

 ・  略 

（入居者資格）  

第６条 略 

  その者と現に同居し、又は同居しようと

するその者に係る親族等があること。 

 

 

  その者及びその者と現に同居し、又は同

居しようとするその者に係る親族等が暴力

団員による不当行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第６号に

規定する暴力団員でないこと。 

（入居者の選考） 

第９条 略 

  他の世帯と同居して著しく生活上の不便

を受けている者又は住宅がないため入居申

込者に係る親族等と同居することができな

い者 

（同居の承認） 

第１５条 入居者は、市営住宅の入居の際に同

居した者以外の当該入居者に係る親族等を同

居させようとするときは、市長の承認を受け

なければならない。 

（入居の承継） 

第１６条 入居者が死亡し、又は退去した場合

（定義） 

第２条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・  略  

（入居者資格） 

第６条 略 

  現に同居し、又は同居しようとする親族

（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者その他婚姻の予約者を

含む。以下同じ。）があること。 

  その者又は現に同居し、若しくは同居し

ようとする親族が暴力団員による不当行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員

でないこと。 

（入居者の選考） 

第９条 略 

  他の世帯と同居して著しく生活上の不便

を受けている者又は住宅がないため親族と

同居することができない者 

 

（同居の承認） 

第１５条 入居者は、市営住宅の入居の際に同

居した親族以外の者を同居させようとすると

きは、市長の承認を受けなければならない。 

 

（入居の承継） 

第１６条 入居者が死亡し、又は退去した場合
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において、その死亡時又は退去時に当該入居

者と同居していた当該入居者に係る親族等

は、市長の承認を受けて、引き続き市営住宅

に居住することができる。 

２ 略 

  前項の承認を受けようとする者（入居者

の入居時から引き続き同居している当該

入居者に係る親族等を除く。次号において

同じ。）が入居者と同居していた期間が１

年以上であること。 

において、その死亡時又は退去時に当該入居

者と同居していた者は、市長の承認を受けて、

引き続き市営住宅に居住することができる。 

 

２ 略 

  前項の承認を受けようとする者（入居者

の入居時から引き続き同居している親族を

除く。次号において同じ。）が入居者と同居

していた期間が１年以上であること。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４３号 所 管 財政課 

件 名 尼崎市土地開発公社の解散について 

内       容 

１ 趣旨 

  尼崎市土地開発公社（以下「公社」という。）を解散するため、公有地の拡大の推

進に関する法律（以下「法」という。）第２２条第１項の規定により、議決を求める

もの。 

 

２ 解散の背景 

公社は、法に基づいて、昭和４８年４月に本市が設立したもので、用地取得におけ

る弾力的な対応や、資金の機動的な確保など、適切な手法を用いて確実に用地の先行

取得を実施することにより、本市の公共事業の円滑な執行に寄与してきた。 

  一方で、近年は、バブル期のように土地価格が上昇し続ける社会経済環境下にはな

く、公社による先行取得における経済的メリットが減少していることに加えて、用地

の先行取得を伴う公共事業の数も減少している状況にあり、公社については一定役割

を終えつつあると考えられるものの、公社を活用する場面は減少しても公社の基本的

な事務は存続しており、事務コストも発生し続けている状態にある。 

以上のことを踏まえ、用地の先行取得の必要が生じた場合には、公共用地先行取得

事業費会計の活用による先行取得が可能であることから、行財政改革計画「あまがさ

き『未来へつなぐ』プロジェクト」の計画期間が終了する令和４年度を区切りとし、

当該年度を以って公社を解散するもの。 

 

３ 今後のスケジュール 

  令和５年３月 兵庫県知事へ公社の解散認可申請 

         兵庫県知事の認可後清算手続き開始 

  令和５年７月 公社の清算結了 

  令和５年９月 市議会への令和４年度公社決算及び清算結了報告 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４４号 所 管 行政管理課 

件 名 包括外部監査契約の締結について 

内       容 

１ 契約の目的 

  包括外部監査契約に基づく監査の実施及び監査結果に関する報告を受けること。 

 

２ 包括外部監査人として契約を締結する者 

  芦屋市松ノ内町６番２０号 

   弁護士  重田 和寿 

 

３ 契約の内容 

   契約の期間  令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

   契約の金額  １１，９６４，０００円を上限とする額 

   契約の方法  随意契約 

 

４ 主な選定理由 

   令和４年度の包括外部監査において、弁護士としての専門性を活かした有効な監

査を実施した。 

   令和５年度の包括外部監査に対しても意欲的であり、本市における監査実績を踏

まえ、より効率的・効果的な監査の実施が期待できる。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

 

種 別 その他 番 号 議案第４５号 所 管 福祉課 

件 名 
権利の放棄について（災害援護資金の貸付けを受けた者又はその相続人に対し

て有する権利） 

内       容 

１ 権利の内容 

  阪神・淡路大震災に係る災害援護資金の借受人等に対して有する次に掲げる金銭に

係る債権 

   当該災害援護資金に係る貸付金の元金 

   元金に係る利子並びに元金及び利子の償還の遅滞に係る違約金 

 

２ 相手方 

別紙に掲げる７２件の借受人等 

 

３ 放棄する債権の金額 

  本件の議決日において償還義務のある債権の額 

  （参考：令和４年１１月３０日時点 ８３，２４６，４６８円） 

 

４ 放棄の理由 

  阪神・淡路大震災における被災者支援においては、給付制度である被災者生活再建

支援金がなかったことから、当時、被災者が生活再建のためのまとまった資金を手に

するには災害援護資金貸付制度に頼らざるを得なかった。 

当該貸付けを行って以降は、本市としては債権回収の取組を適切に行うとともに、

免除要件に該当する借受人等の債権を免除するといった措置も行ってきた。 

しかしながら、阪神・淡路大震災から２８年が経過した現在においても、依然とし

て免除の対象とならない少額償還者や所在不明者に対する未償還債権が残っており、

借受人等の多くは高齢化が進んでいることなど、完済が困難な状況である。 

また、市が債権を放棄した場合に放棄した元金の３分の１に相当する額の財政支援

を行う方針を兵庫県が示している中、被災者の生活の立て直しという当初の貸付けの

目的を鑑み、さらには、今後も債権の管理を継続した場合の費用対効果を踏まえると、

債権を放棄した方が本市の財政負担も軽減されることが見込まれることから、本債権

を放棄するものである。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年２月定例会＞ 

 

種 別 その他 番 号 議案第４７号 所 管 道路課 

件 名 市道路線の一部廃止について 

内       容 

１ 理由 

道路法第８条第２項（同法第１０条第３項の規定において準用する場合を含む。）

の規定により、市道路線を一部廃止するため、議決を求めるもの。 

 

２ 対象路線 

路   線   名 廃 止 区 間 

穴 太 １ ０ 号 黒 川 線 東園田町４丁目１３４―１～同１３２―１ 

 

３ 今後の予定 

  議決後、速やかに尼崎市長の告示 
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●

●

・残る区間幅員＝ 1.81ｍ
・残る区間延長＝73.09ｍ
・起点：東園田町４丁目１３７―２
・終点：東園田町４丁目１３４―１

（残る区間）

 一部廃止路線

凡例

 既認定路線

●

終点 起点

廃止する区間 残る区間

● ●

終点 起点

（廃止する区間）

・廃止区間幅員＝ 1.81ｍ
・廃止区間延長＝24.91ｍ
・起点：東園田町４丁目１３４―１
・終点：東園田町４丁目１３２―１

（1305）穴太10号黒川線

別図


